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巻 頭 言 

  

令和 2 年度および 3 年度の農地保全研究部会の活動について 

 

農地保全研究部会は，「農地保全に関する基礎的な研究と応用に関する総合的な研究を行うこ

とにより，農業農村工学分野の学術・技術の振興と社会の発展に寄与すること」を目的として活

動を行っています．これまでの活動は年 1 回，テーマを決めて連日実施してきた研究集会と現地

研修会，これらの集会の資料および部会規約等を取りまとめた部会誌の発行，および総会を基本

としておりました．昭和 54（1979）年 7 月に農地保全研究部会が発足，その後第 1 回研究集会が

昭和 55（1980）年に滋賀県草津市において「農地保全と水食」をテーマに開催され，以降，中山

間地域，農地の多面的機能，農村景観形成，農村空間，自然災害，東日本大震災，持続的農業，

農業農村整備の在り方等と農地保全に関わる多くのテーマが取り上げられ，令和元年 12 月に節

目である第 40 回研究集会が沖縄県石垣市で開催されました．  

しかしご存じの通り令和 2（2019）年の年末より新型コロナウイルス（COVIT-19）の感染が拡

大し，全国的，世界的に対面での“集会”の実施が困難となりました。農地保全研究部会に関し

ても農業農村工学会や他の研究部会の活動状況を勘案して，令和 2 年度の研究集会および現地研

修会を中止することと致しました．当初は新型コロナウイルスへの対応方法が分からず，また感

染拡大の予想すらできない状況であったとは言え，これまで毎年途絶えることのなかった部会活

動が実施できなかったことを部会長として深くお詫び致します。 

その一方で，実際に集まらなくても会議が可能となるオンライン会議が急速に社会に浸透して

きました．農業農村工学会全国大会も令和 2，3 年度の 2 年連続でオンラインでの開催となるな

ど，学会や集会でのオンラインツール利用も広がって，会員の皆様も日々当然のように業務で使

用されているかと思います．このような状況の中，農地保全研究部会では新たな活動として，全

国大会における研究集会と，学生や院生，若手技術者による研究発表会を計画することとしまし

た。研究集会については，令和 2 年度も土壌物理研究部会との共催で全国大会の企画セッション

を実施させて頂いたのですが，令和 3 年度は農地保全研究部会単独で，「農地保全研究の最前線」

というテーマの企画セッションを開催致しました。企画セッションでは 3 名の研究者の方から農

地保全の核となる，土壌侵食（水食，風食）および土壌の塩類化について最新の研究成果をご紹

介頂きました．今後も研究集会では大会講演会の企画セッションを利用して，様々な研究をご紹

介頂く場をご提供できればと考えています。また，研究発表会については，令和 3 年 12 月にオ



 

 

ンライン会議（zoom）で開催し，4 大学から院生 3 名，学生 6 名の方に現在進めている研究に関

してご講演を頂きました。聴講者にとって各大学での現在進行中の研究内容を知る機会となった

とともに，参加した学生，院生にとっても他大学，研究機関，行政の方から意見を聞くことがで

きる大変貴重な機会になりました．今後は行政や民間の若手技術者にもご講演を頂ければとも考

えています。なお，現地研修会についても，関係各所との情報交換を進め，新型コロナウイルス

感染拡大の状況から実施が可能と判断できましたら，皆様にもご連絡を差し上げたいと思いま

す． 

引き続き，新型コロナウイルス，社会情勢をみながら，部会運営について，できるだけ皆様に

とって有意義なものとなるように検討を進めたいと考えております。いくつかの事業については

見切り発車な部分があり，配慮の不十分な点も多々あるかと存じます。お気付きの点が御座いま

したら，遠慮なく事務局までご連絡ください。現在，部会運営についてご相談させて頂いている

ワーキンググループの先生方，および前事務局より引き続きお引き受け頂いた中野拓治副部会長

はじめ琉球大学の先生方に多大なご尽力を頂き，今年度の活動を実施することができました。末

尾になりましたが，ここに記して感謝の意を表します．  

  

  

                                 令和 4 年 2 月                           

公益社団法人 農業農村工学会   

農地保全研究部会                                

部会長 藤川 智紀 
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コロイド化学を援用した水食における土壌の受食性の制御の試み  
 

山口 敦史＊  
＊宇都宮大学大学院 地域創生科学研究科  

 

１．はじめに 

 降雨や流水の働きによって土壌が削り取られる水食は，肥沃な表層土壌を流し去ること

で地力の低下や下流域での水質汚染を引き起こす．そのため，水食抑制対策を講じること

は土壌保全に直結する．著者は侵食シミュレーションや土壌改良技術の高度化を通じた水

食の抑制を目的として，土壌の受食性に関する研究を行っている．とくに，土粒子の凝集

分散が土壌の受食性に影響することに着目して，コロイド化学を援用した研究を展開して

いる．水食の研究にコロイド化学的な視点を取り入れるようになった背景には，博士課程

までコロイド化学の基礎的な研究に従事してきた経験がある．本稿では第 70 回農業農村

工学会大会講演会の企画セッションにおける講演内容をもとにして，著者が現在行ってい

る土壌の受食性に関する研究と，そのような研究を着想するに至った経緯を，博士課程ま

での研究を振り返りつつ紹介する．  

  

２．水・土壌環境中のコロイドと博士課程までの研究内容  

 水・土壌環境中には粘土鉱物や鉄酸化物，腐植物質

などに代表されるコロイド画分が無数に存在する．コ

ロイド粒子の大きさは数 nm から数 μm であり，土壌の

粒度区分では粘土からシルトの細粒分にあたる．コロ

イド粒子は比表面積が大きく表面に荷電を有するゆえ

に，栄養塩や汚染物質などを吸着したまま環境中を移

動する．そのため，コロイド粒子の移動はそれ自体が

物質の移動であるだけでなく化学物質の移動を伴う．

このとき，コロイドの移動過程における土砂の剥離や

巻き上げ，目詰まりなどは，土粒子間の相互作用に大

きく影響される（Fig. 1）．加えて，環境中のコロイドは

単一で存在することは稀であり，複数のコロイドから

なる有機・無機複合体を形成して存在している．したがって，複数のコロイドからなる複

合体間の相互作用とその移動特性を明らかにすることは，水・土壌環境中の物質の運命予

測につながる．  

 このような背景のもと，博士課程においては，大きさも荷電の符号も異なる二種類のコ

ロイドからなるヘテロな懸濁液中における粒子間相互作用と懸濁液の降伏挙動に関する研

究を行った．具体的には，無機コロイドと土壌有機物のモデル系として，負に帯電したコ

ロイドシリカと正に帯電したタンパク質であるリゾチームの混合懸濁液における粒子間相

互作用や降伏挙動に関する研究を行った．シリカとリゾチームの混合系では，互いに異符

号に帯電しているため，小さなリゾチームが大きなシリカに吸着し表面の性質を変化させ

ることで，シリカ粒子間の相互作用ひいては懸濁液の降伏値が変化する．このときシリカ

Fig. 1 環境中のコロイドが関

わる現象  
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粒子間の相互作用はリゾチームとシリカそれぞれの性質，およびリゾチーム吸着後のシリ

カ粒子表面の性質に支配される．したがって，シリカ粒子間の相互作用のメカニズムを明

らかにするためには，帯電挙動を含む各粒子の性質，リゾチームの吸着と吸着後のシリカ

表面の性質および粒子間の相互作用を調べ，互いの関係性を検討する必要がある．これを

行ったのが博士課程までの研究である．  

 以上のように博士課程までは，水・土壌環境中の物質移動の予測の高度化に貢献するべ

く，土壌コロイドのモデル系を用いた基礎的な研究に従事した．博士課程修了を控えて，

日本学術振興会特別研究員 PD として新たな研究の題材を選択するにあたり，コロイド化

学の基礎的な知見を生かしてより現実の問題に則した研究を行おうと思い立ち，土砂の剥

離や凝集体の破壊過程を有する水食の研究を行うに至った．現在は，侵食シミュレーショ

ンモデルに生かせる形で土壌の受食性と土粒子間の相互作用を結び付けるため，コロイド

化学の技術を取り入れた系統的な実験を行っている．以下では，現在の研究の背景と具体

的な研究例を紹介する． 

 

３．水食シミュレーションにおける土壌の受食性  

 水食では土粒子や凝集体が土壌から剥離・飛散し，表面流よってに輸送される．水食量

を決める要因は多岐に渡り，降雨量や気温などの気象条件，傾斜や畝の存在などの地形条

件，粒度や乾燥密度などの土壌条件，耕耘の有無や栽培作物種などの営農・管理条件など

が含まれる．これらの条件は地域や季節ごとに大きく異なることから，適切な水食抑制対

策は対象とする場所・時期ごとに異なる．このような場合，実験的な手法のみで最適な侵

食抑制対策を見出すことは難しく，侵食シミュレーションモデルを用いて各条件ごとの水

食量と水食抑制対策の効果を予測・評価し，適切な対策を講じることが有効である． 

 国内で最も適用例の多い侵食モデルは 1978 年にアメリカの Wischmeier と Smith らによ

って提案された USLE（Universal Soil Loss Equation, Wischmeier et al., 1978）である．USLE

は式(1)によって表現される経験式を用いて年間の土壌侵食量を評価する．  

 𝐴 = 𝑅 × 𝐾 × 𝐿𝑆 × 𝑃 × 𝐶 (1) 

ここで，𝐴は年間の土壌侵食量，𝑅は降雨係数，𝐾は土壌係数 ，𝐿𝑆は地形係数，𝑃は保全係

数，𝐶は作物管理係数である．各係数は，USLE を適用する圃場の降雨や地形の条件に加え

て，圃場試験やノモグラフ，事前に設定された代表値のいずれかを用いて決められる．各

係数の標準的な決定方法が存在することと併せて，各パラメータの設定が容易な点が

USLE の大きなメリットである．一方で USLE の課題としては，各係数は経験的に決めら

れるため必ずしも物理的なプロセスを反映していない点，一降雨ごとの侵食量への適用例

こそあるものの基本的には年間の侵食量を推定するモデルである点，土砂の流れを表現で

きず流域レベルでの侵食量の予測は困難な点などが上げられる．これらの課題は，流域規

模で新しい侵食抑制対策を検討する際には不利に働く．  

 USLE にみられるような経験的な侵食モデルの課題を克服すべく，より物理的なプロセ

スに則して一降雨かつ流域規模で侵食量が予測可能な侵食シミュレーションモデルが提案

されている．その中でも，国内で適用例があるものとして WEPP（Water Erosion Prediction 

Project, Nearing et al., 1989）が挙げられる．WEPP は 1980 年代にアメリカの農務省が発表
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し，1995 年に斜面・流域モデルを含む形で公開されたプロセスベースの土壌侵食・土砂流

出解析モデルである．ここでは，気象，作物・営農管理，地形，土壌データを入力すると，

作物の生育や土壌の乾燥密度などの各種パラメータが日毎に計算され，表面流出量や侵食

量が出力される．WEPP では，日毎の侵食量を物理的なプロセスに基づいて予測できるこ

とから，侵食抑制対策の評価が可能である．例えば，町田ら（2020）は，WEPP を用いて

沖縄県のサトウキビ圃場における水食量への栽培条件や地形条件の影響を検討している． 

 WEPP において，水食は，流水の掃流力によって小流路で起こるリル侵食と，小流路間

の地表面上で起こり雨滴の衝撃や表面流の掃流力が主因となるインターリル侵食に分けら

れる．リル侵食とインターリル侵食による侵食量はそれぞれ式 (2)と式(3)を用いて計算され

る． 

 𝐷𝑐 = 𝐾𝑟(𝜏 − 𝜏𝑐𝑟) (2) 

 𝐷𝑖 = 𝐾𝑖𝑟 × 𝐼𝑒 × 𝜎𝑖𝑟 × 𝐶𝐾𝑖𝑠𝑙 (3) 

ここで，𝐷𝑐は剥離容量，𝐾𝑟はリル受食係数，𝜏は流水の掃流力，𝜏𝑐𝑟は限界掃流力である．ま

た，𝐷𝑖はインターリル侵食量，𝐾𝑖𝑟はインターリル受食係数，𝐼𝑒は有効降雨強度，𝜎𝑖𝑟はイン

ターリル流量，𝐶𝐾𝑖𝑠𝑙は勾配の効果を表す係数である．インターリル侵食では，インターリ

ル流量𝜎𝑖𝑟の代わりに有効降雨強度𝐼𝑒を重ねる場合もある．式(2)と式(3)から読み取れるよう

に，土壌の受食性は𝐾𝑟，𝜏𝑐𝑟，𝐾𝑖𝑟の三つの受食性パラメータによって表現され，圃場試験や

室内試験により与えられる．また，実験的な手法は少なくない労力に加えて降雨装置など

の設備を必要とするため，より簡単に測定できるパラメータから各受食性パラメータを推

測する手法がしばしば用いられる．その具体例として，WEPP では粒度と有機物含有量か

ら受食性パラメータを算出する経験的な推定式が与えられており容易に使用できる．ただ

し，この推定式は，式の作成に用いられたアメリカの土壌以外への適用性が未知なことや，

理論的な背景が乏しく水質や土壌の物理化学性などを反映できていないことなどの課題が

残る．したがって， 受食性に関わる土壌の性質を抽出し，より侵食の物理的なプロセスに

依拠した経験式や理論モデルを構築することで，地域や土壌の管理手法によらず簡便に精

度の高い侵食量の予測が可能になると考えられる．  

  

４．土壌の受食性と凝集分散挙動  

 受食性に関わる土壌の性質として土壌のコロイド特性が挙げられる．これまで土壌のコ

ロイド特性に着目した水食抑制の研究に，土壌の交換性ナトリウム率や雨滴の電気伝導度

の影響を検討した研究(Agassi et al., 1994)や，ポリアクリルアミド（PAM）と石膏を添加し

た際の影響を調べた研究(Nishimura et al., 2005)がある．これらの研究では，粒度や有機物

含有量が大きく変化していないにも関わらず，適切な条件のもとでは侵食が抑制された．

これは，Derjaguin–Landau–Verwey–Overbeek（DLVO）理論で予測されるようにイオン

強度の増加によって拡散電気二重層が圧縮されたこと，土壌と雨滴のイオン組成が変化し

たこと， アルミニウム化合物や PAM が土粒子間を架橋したことにより，土粒子間の引力

が増加し，雨滴の衝撃や流水の掃流力に対する耐性が向上したためであると考えられる．

したがってこれらの実験結果は，土粒子間の相互作用が受食性と密接に関係していること
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を示している．このように土壌のコロイド特性を利用した水食抑制対策が検討されてきた

一方で，土粒子間の相互作用を既存のシミュレーションモデルに適用可能な形で受食性と

結び付けた研究は不足している．そこで，土粒子間の相互作用を WEPP におけるリル受食

係数と関連付けることで，土壌のコロイド特性を侵食シミュレーションモデルへ応用する

ことを目指した研究を行ったので，ここで紹介する． 

 

５．リル侵食における土壌の受食性と土粒子間の相互作用  

 リル侵食における土壌の受食性は，単位掃流力だけ増加した際の剥離容量の増分にあた

るリル受食係数𝐾𝑟と，侵食が起こるのに必要な最小の掃流力にあたる限界掃流力𝜏𝑐𝑟を用い

て表現される（式(2)）．このうち，限界掃流力と土壌のせん断強度の間に比例関係がある

ことが報告されている(Léonard and Richard, 2004)．一方で，リル受食係数とせん断強度

の間には明確な関係性は見出されていない．この理由として，多くの既往研究では土壌の

種類や乾燥密度の異なる条件で行った実験結果を比較しており，せん断強度が必ずしも粒

子間相互作用を代表していないことが考えられた．そこで，沖縄県石垣市のサトウキビ圃

場から採取した島尻マージに，カチオン性高分子電解質であるポリジアリルジメチルアン

モニウムクロライド（PDADMAC, Mw < 100,000）を添加することで，土壌の種類や乾燥密

度を変化させることなく，土粒子間の相互作用を系統的に変化させながらせん断強度とリ

ル受食係数の関係を調べた．加えて，島尻マージと PDADMAC の混合懸濁液を用いて電気

泳動移動度および透過率を測定することで，島尻マージの凝集分散挙動と相互作用のメカ

ニズムについて検討した．   

 島尻マージと PDADMAC の混合懸濁液の透過率測定後の様子を  Fig. 2 に示す（透過率

および電気泳動移動度のデータはスライド 17 に表示）．写真から PDADMAC と島尻マー

ジの質量比が 0.0020 g·g-1 付近で最も凝集沈殿が進行していることが分かる．懸濁液の凝

集沈殿の様子と電気泳動移動度の測定結果から，はじめ中性付近で負に帯電した島尻マー

ジは静電的な反発力により分散し，正に帯電した  PDADMAC が吸着し荷電中和が起こる

ことで引力が支配的になり凝集し，さらに PDADMAC の添加量が増加することで荷電反

転し反発力が働くようになるため分散するものと考えられる．したがって，PDADMAC 存

在下における島尻マージの凝集分散挙動は，DLVO 理論で予測されるように静電的な反発

力に支配されるものと考えられる．ここで，本研究で PDADMAC の添加量ではなく質量

比を用いているのは，質量比が等しい条件であれば島尻マージが同様の表面を有すると考

Fig. 2 透過率測定用の PDADMAC・島尻マージ混合懸濁液の様子．転倒撹拌後 10 分後に

撮影した．懸濁液上部の数字は PDADMAC と島尻マージの質量比を表す．  
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えられるためである．これにより，透過率とせん断強度のように，島尻マージの濃度（ま

たは乾燥密度）が異なる条件で行った実験であっても比較検討することが可能である． 

電気泳動移動度と透過率において荷電反転が確認された PDADMAC と島尻マージの質

量比が 0.0000-0.0040 g·g-1 の範囲で，リル侵食実験およびせん断強度測定を行った．この

質量比の範囲では，せん断強度は PDADMAC の添加量が増加するのにしたがって増加した

（スライド 18,および 19）．また，荷電反転し透過率が減少した質量比 0.0040 g·g-1 であっ

ても，せん断強度は減少しなかった．これは，PDADMAC が吸着したことで静電的な反発

力が減少したことに加えて，ひとつの PDADMAC が複数の土粒子にまたがって吸着する架

橋作用に代表される非 DLVO 力が働いたためだと考えられる．  

リル受食係数とせん断強度の関係を Fig. 3 に

示す．せん断強度の増加に伴ってリル受食係数が

減少した．これは，土粒子間の引力が増加するこ

とで，掃流力が増加したとしても土粒子が剥離せ

ず耐えられるようになったためだと考えられ，土

粒子間の相互作用がリル受食係数を決める重要

な要素の一つであることを示している．また，リ

ル受食係数をせん断強度の一次関数として近似

した直線は，決定係数が 0.96 と大きいことから，

妥当な近似であると言える． 

 既往研究において異なる土壌を用いた際には

せん断強度の大きさがリル侵食量の大小と一致

しないことが報告されている(Govers and Loch, 

1993)．このことから，本研究で得られたリル受

食係数とせん断強度の関係は，PDADMAC を添加することで，粒度や乾燥密度を変えるこ

となく，土粒子間の相互作用を効果的かつ系統的に変化させたことで得られた結果である

と言える．せん断強度測定はリル侵食実験に比べて簡便かつ屋外でも行えることから，本

研究の成果は，土壌改良材の侵食抑制効果を効率的に評価することに使用できるのではな

いかと考えている． 

 

６．おわりに 

 一見関係性の見えにくいコロイド化学と水食であっても，微視的な視点で見ると土粒子

の相互作用がかかわる剥離や飛砂などの現象を通して密接に関連している．そこで本稿で

紹介した研究では，土粒子間の相互作用をリル受食係数と結びつけることで，侵食シミュ

レーションへの応用につなげた．このように，コロイド化学の知見や技術を応用した実験

および理論的な考察を行い，土壌保全にかかわる分野で用いられる適切なパラメータやモ

デルと結びつけることで，土壌保全技術のさらなる発展に寄与できるのものと期待してい

る． 

 

謝辞：宇都宮大学の大澤和敏教授には，日本学術振興会特別研究員 PD の受入研究者とし

て，研究の場を整え様々な助言を頂きました．厚く御礼申し上げます．本稿で紹介した著

Fig. 3 リル受食係数とせん断強度の

関係．エラーバーは 5-7 回の測定の標

準偏差を表す．  
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農地保全を目的とした風食の発生メカニズムの解明 
 
 

鈴木 純＊  
＊信州大学農学部  

 

１．はじめに  

 砂塵は強風により地表から離脱した土の粒である．風食による砂塵の発生は農業生産の

基盤である表土の亡失を意味し，また生活，交通などに影響を及ぼす．世界規模でみると，

水食よりも風食による土砂移動が多いという報告がある．日本は降水量が多く，傾斜が大

きい地形が多いため水食が顕著で，研究報告は風食のそれより多いようである．今から数

年前，農地を起源とする風食に伴う砂嵐で視界不良となったことが原因とされる交通死亡

事故が報道され，問題提起された．しかしながら農業側，つまり農家などがこの対応を必

ずしも積極的には対応していないように見える．その理由としては，日本は作土が比較的

肥沃で，年間数ミリメートル程度の厚さの作土の亡失は，それほどのちの営農に影響を及

ぼさないとの考えがあるのではないかと思われる．世界的には風食に対する研究成果は多

い．そして風食をテーマにした研究は，比較的進めやすいと筆者は考えている．Wind 

erodibility（受食性）で検索すれば容易に最新の研究成果が検索できる．これは，風食のメ

カニズムにやや不明瞭な要素がまだ多いことを表しているのだと思われる．一方で，風食

を抑制しよう，とする技術開発に関する成果は多くはない．例えば散水による砂塵の抑制

に関しては，多量の降雨の後の晴れた強風時には，降雨後数時間で砂塵が飛び始めること

もあり，十分に技術が確立しているとはいいがたい．研究テーマにはよいが技術開発は困

難である，これが風食研究だと思う．この理由は，風食は乾燥して軽くなった土の粒が存

在する地表面と，風速の条件がそろえばどこでも発生する可能性のある場所が極めて広大

であり，対応しきれないことに起因するようである．また個々の農地は個別の状況を有し

ており，１つの農業地域であっても，単一の技術によって対応することは困難であり，い

くつかの技術を地域の実情に合わせて取り入れることが必要である．以下には，筆者がこ

れまで取り組んできた風食の抑制につながるメカニズムの解明の状況について論述する．

なお文中にも記載があるが，本稿は研究途上の内容を多く含んでいる．農地保全を目的と

した風食発生メカニズムの解明にはいまだ解明されるべき事柄が多いということで了解い

ただきたい．  

  

２．風食のメカニズム  

砂塵は強風により地表から離脱した土の粒であ

る．土の粒が地表から離脱して，転動，跳躍や浮遊

（飛遊）の形態をとるかは，土の粒に働く力の釣り

合いに起因する（図-1）．図-２は，微細な土の粒に

働く諸力の釣り合いを表している．この力のつり合

いに最も影響が大きい要素は土の粒（以下，土粒と

記す）の質量である．土粒の質量は土粒に働く重力 図-1 風食の形態（大澤）
(1)

 に一部加筆
(2)

 

風(風速) 

浮遊（飛遊）  

転動 

跳躍 
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であり，この力が大きければ土粒を地面にとどめ置く

力が大きい．この意味で風食を受けやすい土とは土粒

質量が小さい土，すなわち土粒密度が小さい土である

ということができる．著者はこれを素因と位置付けて

いる（鈴木・星川，2010）．また，同様に力のつり合い

で地表面上方で土粒に作用する風の力は風食の誘因

と位置付けるべき要素で，もの粒の質量の影響が大き

いと考えられる．これらの力のつり合いの結果によっ

て，土粒が地表面を移動するだけの転動，地表面から

離脱しても重力にとって地表に戻る跳躍と重力の影

響より大きな上方に土粒を引き上げる力による浮遊

（あるいは飛遊）の形態を示す．  

風食の誘因としての風の理論と限界摩擦速度 u*crit 

（3）について，風の基本理論と砂塵となる土の粒（以下，土粒）の密度(Suzuki and al.，2020)

を用いて，土の粒が動き始めると土の密度について検討する．信州大学農学部（長野県上

伊那郡南箕輪村）構内農場の牧草地において風速と風向の観測を行った．風速は地上高 0.8，

1.3，1.8m に設置した 3 杯風速計（牧野応用測器，AF750）を，風向は 2.1m に設置した風

向計（VF016）の出力をデータロガ（CR-10X）で 2 秒毎にスキャンして，10 分間の平均値，

最大値をセーブした．風の鉛直分布に影響する要素である，植生の草高を適宜測定した．

これらデータから Barneoud and Ek(2019)の方法で摩擦速度 u*，粗度 zM，地面修正量 d など

の空気力学的諸量を求めた．  

風の対数則と摩擦速度 u*について整理した過程を図-3 に表した．植生のない滑らかな平

坦地の平均風速の鉛直分布 u(z)は図-3(1)であらわされる．ここに u*は摩擦速度，zM は粗度

である．図-3(1)の u(z)が u*に等しいとして図-3(2)のように

おくと図 -3(3)に書き換えられる．k はカルマン定数で図 -

3(4)の右辺は 0.4 とおくことができ，図-3(5)のように書き

かえて z について整理すると図-3(6)が得られる．そして図

-3(7)のとおり u*と等しい u(z)の高さ z は粗度 zM の 1.5 倍

であることが導かれる．この関係から土粒が動き始めると

きの風速を評価する．なお，評価に必要な土粒密度は３で

詳述する．  

砂塵が発生する農業地帯である長野県松本市今井地籍

の畑地から，2016 年 8 月 10 日に深さ 10 ㎝で採取した土

壌の粒径ごとの土粒密度g を，Suzuki and Matsuoka(2020)

の方法で求めた．図-4 (Suzuki and Matsuoka, 2020)は，内部

に空隙を有する土粒の水分状態と粒径による密度の変化

を表している．供試体の風乾の含水比は約 6％なので風乾

の土粒密度gAD は，粒径ごとに 1.05 から 1.21 g/cm3 となっ

た．これが自然状態で最低の含水比と考えると，砂塵の密

度はこの程度であることが推測される．また供試体の土粒

図-2 風の水平成分(a)と鉛直成分

(b)と， 土 粒に働 く重 力 (c)のつりあ

い 
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図-3 使用した風のモデル 
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子密度 γs は 2.49 g/cm3 なので，風乾土粒密度gAD と土粒子密度s の比gAD/s は 50％以下

であることがわかる．このデータを用いて，限界摩擦速度 u*
crit を評価した．風速の鉛直分

布のデータから地表面上で風速がゼロになる高さ Y（切片）を求め，Y からゼロ面修正量

d(m)を差し引いて粗度 zM=0.001m が得られた．したがって裸地では，図-3(7)，図-3(8)のと

おり高さ 1.5zM =0.0015m，すなわち地表面からの高さ 1.5mm の平均風速 u(0.0015m)が u*

になる．ここでは簡単のために土粒径に関わらず u*=u(0.0015m)が地表面の土粒に働くと考

える．そして土粒に働く風に抵抗する効果を式(8)の限界摩擦速度 u*
crit（Bagnold，1941)で

表現した．ここで図-3(8)の u*
crit の算出に必要な粒の密度 Dp は，風乾と飽和の畑土壌の土

粒密度として 1.1，1.6 g/cm3，砂または土粒子密度として 2.5 g/cm3 を採用して検討する．  

  図-4 は，風速と土粒密度，粒径と限界摩擦速度の関係を表している．土粒が地表面で動

き始めるときの摩擦速度は土粒密度が 1.1 g/cm3 に対しては粒径による変化は小さいが，

2.5 g/cm3 に対しては大きい．図-5 は土粒の密度，粒径と限界摩擦速度の関係を表したもの

で，図中に摩擦速度 u*が 0.4 までを拡大した．破線は高さ 1.8m の平均風速 u(1.8)に対する

裸地の u*で，この線の下に位置する u*crit で土

粒は動き始めると考える．図-5 によると，u(1.8)

が 2m/s では粒径が 0.05～1.0mm の土粒のいず

れも動かないが，2.5m/s を超えると 0.05mm の

土粒は密度が 1.1～2.5 g/cm3 のいずれも動き始

め，0.1mm の土粒は風乾時で密度が 1.1 g/cm3 の

場合だけが動く．4.0m/s では粒径が 0.1mm は密

度が 1.6～2.5 g/cm3 もすべて動き始める．5m/s

では密度 1.1 g/cm3 の 0.5mm の土粒も動き始め

るが 1.6～2.5 g/cm3 の土粒は動かない．  

以上の結果から，次の 2 点が明らかになった．

①団粒構造の土粒密度は砂と比して小さい．ま

た乾湿に伴う変化が大きい．②乾燥した土粒の

限界摩擦速度 u*
crit は小さく，砂より弱い風で動

き始めることが評価できた．u*
crit は土粒が動き

始める摩擦速度であり砂塵の発生を直ちに説明

しないが，土粒密度の導入で受食性の定量的な

評価が可能になった．また，砂塵のもととなる

土粒の密度は砂塵発生の要因，つまり素因であ

り，言い換えると土粒密度が大きい地域では砂

塵が発生しにくいことを説明できる可能性があ

る．  

 

３. 砂塵発生の素因としての土粒の密度(Suzuki and Matsuoka, 2020) 

土粒子密度，湿潤あるいは乾燥密度などとして土壌密度の定義がある．土粒子密度は，

土壌の特性として一般的に使用される．しかし，実際の自然状態の土壌は一般に団粒化し

ており，特に火山灰土壌の農地土壌は，粗大～微細な団粒構造が発達している．風食を受
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図-4 土粒の粒径と限界摩擦速度の関係 

図-5 風速と土粒密度，粒径と限界摩擦速
度の関係 
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ける土粒は団粒化したままの状態であると考えられ，図-3（8）の限界摩擦速度の算出には，

土粒子密度より団粒密度が適していると考えられる．しかし形状が不整形で細孔空隙を有

している団粒の密度を決定することはなかなか難しい．ここでは，土壌団粒の密度を決定

する簡易な方法を紹介する．  

土壌試料は，長野県松本市今井地籍の農地から採取した試料を使用した．ここで紹介す

る方法の適用性を評価するために豊浦砂を使用した．団粒密度の決定の概要は以下の通り

である．最初に土壌は十分に風乾後に 5.0mm ふるいで粗大土塊を除去した．次いで土壌試

料は，2.0mm，1.0mm，0.5mm，0.25mm および 0.105mm の組ふるいを用いて，湿式篩別し

た．その後，各ふるいに残った土粒は，それぞれ残留ふるい径と通過ふるい径の中間の値

をとって 3.5mm，1.5mm，0.75mm，0.375mm，0.175mm とした．第 3 に，画分された土壌

凝集体を，水とともに約 7cm3 のアクリル製クリアケースに緩やかに詰め，約 18 時間以上，

自重で圧密させた．アクリル製クリアケースはノギスで 0.05mm の精度で各ケースごとに

寸法を測定した．ここでは，土粒はアクリルケースに単純立方充填され，個々の土粒は，

球形と仮定している．なおこの球形については，ふるい分けによって規格化された粒径を

有し，この粒径は土粒表面の凸凹を包含する外縁をとることにする．したがって，土粒表

面の凹部分にある球の面と実際の土粒表面のギャップ（隙間）は土粒体積に算入される．

土粒は規格化された粒径を有する球であり，これらの球はアクリルケース内で単純立方充

填で詰められると仮定したとき，アクリルケースの体積に占める土粒の体積とその外周部

の空間の体積比は，粒径にかかわらず一定であり，0.543：0.457 である．この時アクリル

ケースの外周は水で満たされており，土粒の内部空隙－土粒の表面の凹部を含む―は同様

に水で満たされている．この状態で秤量し，次いで，試料は 105℃で炉乾燥され，試料の

乾燥質量を得る．そして最後に，JIS-A-1202 による土粒子密度を求める．このような過程

を経て乾燥土粒密度(gd)と飽和土粒密度(gw)は式（1），（2）で定義される．  

 

𝜌ୢ ቀ
g

cmଷ
ቁ =

𝑊ୢ

0.543𝑉ୡ
 , (1) 

  

𝜌୵ ቀ
g

cmଷ
ቁ =

𝑊ୟୢ

0.543𝑉ୡ
+ ൬1 −

𝑊ୟୢ

𝜌ୱ
൰ . (2) 

  

ここで Wgd は乾土粒質量(g)，Vc はキャリブレーシ

ョンされたクリアケースの体積(内容積，cm3)，s

は土粒子密度(g/cm3)である．     

図-6 に示すように，規格化された粒径ごとの土

粒密度は，飽和状態で 1.66-1.71g/cm3，炉乾燥状態

で 0.99-1.14 g/cm3 の範囲で得られた．この試験方

法の精度を評価するための豊浦砂の試験結果は，

土 粒 子 密 度 が 2.66g/cm3 で 乾 燥 土 粒 密 度 は

2.92g/cm3 が得られた．砂の土粒は内部空隙をほと

んど有しないと考えられるため，土粒子密度と一

γad = -0.046ln(x) + 1.0544
R² = 0.9974

γaw = -0.025ln(x) + 1.6622
R² = 0.4111

γa(ωAD) = -0.049ln(x) + 1.1176
R² = 0.9974

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

0.01 0.10 1.00 10.00w
et

/d
ry

 d
en

si
ty

 o
f s

oi
l a

gg
re

ga
te

s 
(g

/c
m

3 )

representive diameter of soil aggregate  (mm)

γad
γaw
γa(ωAD)

γad
γaw
γa(ωAD)

図-6 飽和，風乾および絶乾土粒密度 
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致するが，この差異がどのように生じたのかを評価することはできていないため，上記の

プロセス改善する必要が認められる．   

団粒密度は，ケロシンなどで団粒内部の間隙を置き換える方法があるが，砂塵になるよ

うな微細な団粒の密度の決定に利用できるかは議論がある．上記式（1），（2）を整理する

と，団粒分析によって画分した団粒の粒径別の密度g は式（3）で表される．  

 

𝜌 =
Vௌ

Vௌ + 𝑉ௐ
𝜌ௌ +

Vw

Vௌ + 𝑉ௐ
𝜌ௐ (3) 

 

ここで Vwi はクリアケースに入っている土粒の内部の水の体積，Vs は土粒子体積である．

式（3）の適用により，東日本各地の乾燥土粒密度は 1.1～1.6 g/cm3 程度の値を得ている．

なお，単粒である砂の場合，粒状が球であれば土粒密度と土粒子密度は一致すると考えら

れる．データの監視のために実施した豊浦砂の密度は 2.78～2.84 g/cm3 が得られた．一方，

鳥取砂丘は 3.63～3.71 g/cm3，となった．豊浦砂，鳥取砂丘砂ともに土粒子密度は 2.6 g/cm3

程度であり，鳥取砂丘砂では過大評価している．これは，土粒を球と仮定したことに実際

と矛盾があるためと考えられる．  

次に東日本と西日本の土粒密度について検討する．関東甲信地方の各地の風食と農業の特

徴が報じられており(鈴木ら，2016)，ここで砂塵になる土の粒径や粒度は地域によって違

いがあることが明らかになっている．東日本各地の畑地から砂塵が発生することは知られ

ており，一方で西日本ではあまり話題になることが多くはないようである．砂塵は強風に

より地表から離脱した土の粒である．土の粒が地表から離脱して，転動，跳躍や浮遊の形

態をとるかは，土の粒に働く力の釣り合いに起因する．この釣り合いには，土の粒の質量

の影響が大きい．上述した土粒密度を求める方法（土粒密度測定法）を各地の土壌試料で

実施したところ，土粒密度の差異が認められたのでこれについて述べる．まず試料は，長

野県松本市今井（以下，今井）はじめ，群馬県太田市藪塚（藪塚），千葉県八街市八街（八

街），北海道帯広市清川（清川）の各地籍の畑地で採取した土壌ならびに和歌山県田辺市（田

辺）のミカン畑と鳥取砂丘砂（鳥取砂丘）を供試した．土粒内部の空隙率が小さい砂は，

土粒密度と土粒子密度が近くなると考え，既報データの多い豊浦砂を土粒密度測定法の評

価のために供試した．試料は採取後に室内において十分に風乾して測定に供した．東日本

の各地の土壌は火山灰土で土性は砂混じりシルト，田辺の土壌は鉱質土壌でシルト混じり

砂質土である．これらの試料に対して 3 で述べた土粒密度測定法によって土粒密度

rg(g/cm3)を求めた．試料は上述のとおり 5mm ふるいでふるい，残った土塊は軽くゴム塊で

ほぐした後に再度ふるった 5mm ふるい通過分試料を使用した．試料は，蒸留水を約 18 時

間毛管飽和させたのちに 2.0，1.0，0.5，0.25 及び 0.105mm の 4 つの組ふるい（DIK-2001）

で水中篩別した．組ふるいを通過して水槽に通過した 0.105mm より小さな土粒を含む懸濁

液は，0.074 および 0.032mm を順次通過させた．この分級された土壌試料は粒径ごとにま

とめて蒸留水中で養生し保全した．したがって本研究の土粒は耐水性団粒の密度を求める

ことになる．  

上記によって分級した土壌試料は，構造を破壊しないよう水ごと注意深く直方体のアク

リルケースに充填した．この時若干の余盛りとして，約 18 時間静置した．この時間で試料
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の自重で圧密を期待した．この後ガラス板で試料の余盛りと表面張力で盛り上がった水を

擦切り，フタで封入した．そしてフタつきのアクリルケースと土壌試料，水の合計質量を

測定した．なお，試料をアクリルケースに充填した後に-133Pa で脱気した場合の密度と脱

気しない場合の密度との平均値には，有意差が認められなかったため脱気はしないことに

した．土粒密度は式(3)によって求めた．また，土壌有機物量の測定を実施した．一般的な

土粒子密度は 2.6g/cm3 程度であるのに対して有機物は 1.3g/cm3 程度であり，有機物量の多

少は土粒密度に影響することが考えら宝である．ここでは試料の土壌炭素量を，C/N コー

ダー（JM100CN/HCN/TOC/TN）で測定した．  

各地の粒径ごとの土粒密度を示した図-7 によれば，東日本各地の粒径画分ごとの土粒密

度は藪塚の 0.375mm（＝1.77 g/cm3）と清川の 0.375mm(=1.60 g/cm3)を除き，1.6g/cm3 より

小さい値が得られた．これに対して和歌山県田辺の土粒密度は 1.68～2.46g/cm3 が得られ

た．また鳥取砂丘は 3.63～3.71 g/cm3，豊浦砂は 2.78～2.84 g/cm3 となった．図中に示した

通り，土粒子密度は全試料で 2.6 g/cm3 程度であり，土粒密度はこれを超えないと考えるこ

とができる．鳥取砂丘の値は本報告の土粒密度測定法の土粒の形状は球であるという仮定

に起因した過大評価であると考えられる．本法で，土粒子密度 2.6 g/cm3 の丸みをおびた豊

浦砂の土粒密度は 2.8g/cm3 程度を得る．本法の適用には土粒の形状は確認すべき要素であ
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るほか，土粒内空隙率が小さい砂質土の土粒密度には土粒子密度が適用されるべきである．

2 で述べた通り，高さ 1.5m の風速が 5m/s の時，密度が 1.6 g/cm3 以下の球形の物体は地表

面を移動しやすいと報告している．西日本の供試体は田辺の 1 体のみであるが，土粒密度

の比較によって東日本の火山灰土壌の畑土は西日本に比べて風食を受けやすいといえる． 

次いで土粒の炭素量と土粒密度についてみてみる．火山灰土で団粒が発達した今井，藪

塚，八街と，鉱質土壌の和歌山県田辺市の土壌炭素体積率と土粒密度の関係は図-8 に示し

た．図-8 に示されるとおり，火山灰土では土粒体積に占める土壌炭素の割合と土粒密度に

は明確な負の相関が認められた一方，田辺は前出の 3 地区とは外れていた．火山灰土でも，

有機物が多い土粒は密度が小さく，より砂塵として地表面を離脱しやすいことが明らかで

ある．  

東日本を広く覆う，空隙率が大きく，有機物量が多い火山灰土は，密度が西日本の鉱質

土壌より明らかに軽く，これが東日本各地で砂塵が発生しやすいことの素因であると考え

ることができる．ここでは東日本と西日本の砂塵の発生しやすさを論じるだけの十分なデ

ータを有していないが，土粒密度のデータは，今後の試料収集によって受食性や砂塵の発

生しやすさの指標となると考えている．  

なお，本稿で採用している式(3)で表される土粒密度は，現状の研究途上の手法によって

得られたものである．いうまでもなく，画分した土粒とはいえ土粒径は均一ではない．ま

た単純立方充填で直方体の中に均一に収まるわけではない．したがってここで示した土粒

密度の決定方法は研究途上において，近似値を得る方法として採用していることを理解し

てほしい．  

 

４. 新たな解決に向けた工学的対応 

 ３.で検討した地域の土粒密度と土粒子密度の関係から，発達した団粒は土粒内部に 50%

を上回る空隙を有していることが分かった．土粒密度の決定に際してはいくつかの過程を

含んでいるが，この「軽い」土壌こそが受食性の要因であり，重い土に改良することが受

食性の低下につながると考えられる．土粒密度を高く改良するためには，種々の方法を試

行しなければならないが，最も容易な方法は土粒の乾湿の調整，すなわち散水である．筆

者らは，現在，土粒密度とこれが限界摩擦速度に及ぼす影響を大気力学的に解明している．

砂塵抑制の対象となる面積が膨大であり，新造品による対応は非現実的であると考えるか

らである．また筆者はこれまで，畑地表面にカンテン搾りかす主体の被覆材導入と畑土壌

への混入（鈴木ら，2014），ムギ類による草生（鈴木ら，2015）ならびに冬生雑草による草

生（鈴木，渡邉，2018）などの対症的な砂塵抑制法を提案してきた．先述のカンテン搾り

かすを混入した畑地では微風時に砂塵が発生しない様子がとらえられている．カンテン搾

りかすの混入によって受食性が退化した可能性を示している．広大な空間から発生する砂

塵の抑制には，このほか，草生，雑草草生，散水などの多様な技術を組み合さなければな

らない．しかしながら，対症法的な対策では広大な農地を保全するための砂塵の発生抑制

は達成できないであろう．なぜ砂塵が発生するのか？これを根治的に解決するための視点

で風食現象を観察することが必要である．  

 

謝辞：本研究の一部は，科学研究費補助金，JST A-Step プログラムならびに同トライアウト
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塩類管理・利用システム導入による塩類土壌の 

順応的な管理・保全に向けた研究 
 
 

久米 崇＊・山本 忠男＊＊・清水 克之＊＊＊  
＊愛媛大学大学院農学研究科  

＊＊北海道大学大学院農学研究院 
＊＊＊鳥取大学農学部  

 

１．はじめに  

 農地における土壌塩類化は紀元前から発生している．土壌塩類化は，未だ根本解決され

ていない問題であり世界中で研究が続けられている．塩類化に関する研究は，1950 年代以

降から活発に行われ，1990 年までには FAO や米国土木工学会が農地塩類の評価と管理に

関するテキスト（e.g., ASCE, 1990）を刊行し基礎的な研究はほぼ完成をみた．  

2000 年代以降は，灌漑先進国の米国や豪州などで，農地からの排出塩類を管理する灌漑

排水システムの研究が活発に行われている．最も先端的なものは，生物的塩類濃縮

（Sequential Biological Concentration, 以下，SBC と略す）システムであり，作物栽培と排水

の再利用を繰り返し，塩類を濃縮し廃棄処理するものである（Ayars, 2014; Brackwell et al., 

2005）．SBC システムは，暗渠，ろ過システム，ソーラーエバポレーターなどの施設・設備

と 100 ha～1,000 ha という大規模な農地を要求するため導入には様々な制限がある． 

筆者らは，タイ王国コンケン県において，SBC システムの概念を援用し，排水改良によ

る除塩と耐塩性作物栽培を調査圃場において進めている．また，高塩分濃度排水を製塩に

資源利用するための調査とワークショップを実施し，製塩を含めた塩類管理・利用システ

ムの導入を進めている（Kume et al., 2019）．コンケン県の対象地域における，平均的な土

地所有面積は 2～3 ha 程度であり，経済的にも豊かではない．したがって，SBC システム

そのものの導入は難しい．現地における順応的な塩類の管理に向けて，地域の特性・実情

を理解した上で，当該地域において普及可能なシステムの開発・改良を行う必要がある． 

本稿は，筆者らがコンケン県で進めている塩類管理・利用システムの研究経過を報告し，

塩類土壌の保全に関する情報を共有しようとするものである．  

  

２．調査対象地域と塩類管理・利用システムの概略  

東北タイでは，総面積 16.9 万 km2 の約 17%が塩類化の影響を受けている．同県は，タイ

の内陸部に位置し，周辺には塩類を地区外へ排出するための大河川や海洋は存在しない．

したがって，除塩した塩類の排除には，県境を越える大規模な排水路網が必要になり現実

的ではない．同県は平坦地形が広範囲に分布しており，排水不良地が多く存在することも

塩類化の解決が進まない原因となっている．ここでは，雨季（5 月～10 月）には天水によ

る稲作が行われ，乾季（11 月～4 月）にはため池の水を用いた野菜（トマト，ピーマン，

カボチャなど）などが栽培されている．  

コンケン県に筆者らが導入したシステムは，調査圃場の中央に排水路を掘削し，雨季の
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降雨をリーチング用水として利用し上流から下流にかけて除塩を進めながら，塩分濃度の

レベルにあわせて稲作，耐塩性作物栽培，食用塩の製造を行うシステムである（Fig. 1）．

このシステムは，排水を地区外へ排除するための排水路網を必要とせず，農家家計単位（2

～3 ha 程度）で塩分管理を可能にするところに利点がある(Kume et al., 2021)．  

 

３．塩類管理・利用システム導入による途中結果  

3.1 土壌塩分濃度変化  

雨季における降水を利用したリーチングと排水改良によって，2019 年 3 月から 2019 年

12 月にかけて土壌の塩分濃度は最大で約 6 dS/m 塩分濃度が低下し，表層から 60 cm 程度

まで除塩が進んでいた（Fig. 2）．また，EM38 によって測定した電気伝導度から，Fig. 3 に

示すように対象領域全体では平均して 15%以上塩分濃度が低下した（Nohara et al., 2021）． 

 

 

Fig.1 本研究（右）と SBC（左）による塩類管理・利用方法の違い  

Fig.2 調査圃場におけるリーチング前後における塩分プロファイルの変化  
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3.2 耐塩性作物栽培試験結果  

試験圃場では，除塩と並行してセスバニア（Sesbania rostrata）の試験栽培を行っている．

2019 年 9 月には低塩分濃度土壌での栽培が成功し，2020 年 3 月から高塩分濃度土壌にお

いて種々の土壌改良資材を用いたセスバニアの栽培試験を行っている．Fig. 4 に示すよう

に圃場内において生育に差があるものの，耐塩性作物栽培が可能なレベルにまで除塩が進

んでいることが明らかとなった．また，愛媛大学農学部においてワサビノキ（Moringa 

Oleifera Lam.）のポット栽培試験を行い，ECe = 8 dS/m の高塩分土壌で生育が可能となる結

果が得られている（稲田ら，2020）．  

 

 

3.3 食用塩の製造販売  

コンケン県では，伝統的な方法によって製塩が行われ，市場において食用塩として販売

されている（Fig. 5）．本研究では，調査圃場の末端部に製塩小屋を建設し，上流から排出

Fig. 3 調査圃場における塩分濃度の低下  

Fig. 4 改良した調査圃場における耐塩性作物（セスバニア）の生育結果  
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された地下水中に含まれる高濃度塩類を用いて製

塩を行っている．製造された食卓塩は，仲介業者

によって買い上げられ，地元をはじめとする各市

場で販売されている．食卓塩は 1kg あたり 18 バ

ーツで仲買人に買い上げられているが，価格が下

落傾向にあるため，農家収入向上のためには付加

価値を付ける，塩を使った商品を開発するなどし

て，売価を向上させていく工夫が必要である． 

 

４．まとめ  

 本研究は，排水改良を主として塩類の管理を行い，耐塩性作物栽培と伝統的製塩による

塩類利用を農家計単位で可能にするシステムの完成を目指している．本稿は，システム導

入の途中経過の報告であり，除塩，耐塩性作物栽培，製塩といった農地における塩類の管

理と利用が順調に進められていることを明確に示すものである．本システムを発展させる

ことで，現地における塩類土壌の改良・保全が社会的・自然的な変化に対してより順応的

に実施することが可能になるだろう．   

 

謝辞：本研究は三井物産環境基金および JSPS 科研費（21H03692）の助成を得て実施してい

る．記して感謝の意を表する．  
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Fig. 5 調査圃場末端において伝統  
的方法で製造された食卓塩  
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【令和 3 年度 研究発表会】 

 

 

令和 3年度農地保全研究部会研究発表会について 

令和 3 年 12 月 5 日 
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場所 オンライン（zoom）開催 （事務局は東京農業大学世田谷キャンパス内） 

トピック: 令和 3 年度 農地保全研究部会研究発表会 

https://zoom.us/j/93390427561?pwd=MGJLdEZ0dW9Uc3M1N0h1KzczZHZkdz09 

ミーティング ID: 933 9042 7561  パスコード: 502886 

主催 農業農村工学会農地保全研究部会 （担当支部：関東支部） 

事務局 藤川智紀（東京農業大学） 

 

スケジュール 

１．開会挨拶・趣旨説明 13:00～13:05 

東京農業大学 藤川智紀 （農地保全研究部会部会長） 

２．研究発表会 

13:10～13:30 池田 将隆 （宇都宮大学大学院地域創成科学研究科） 

群馬県嬬恋村のキャベツ畑における土壌侵食および吾妻川流域にお

ける土砂流出の解析 

13:30～13:50 金敷 奈穂 （宇都宮大学大学院地域創成科学研究科） 

沈砂池堆積土の農地還元に伴う土壌受食性の変化 

13:50～14:10 仲宗根 祥太 （琉球大学大学院農学研究科） 

島嶼環境の斜面補強工頭部における腐食と防錆油変色 

14:10～14:22 饒波 圭吾 （琉球大学農学部） 

島尻マージ土における油分浄化と含水比・通気量の関係 

（休憩） 

14:30～14:42 近藤 陸 （琉球大学農学部） 

地下ダム建設と地域農業の状況 

14:42～14:54 末吉 一輝 （琉球大学農学部） 

地質の異なる地すべりにおける土中水の降雨応答 

14:54～15:06 島袋 大輝（琉球大学農学部） 
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多良間島における地下水取水および降雨に伴う塩淡境界の変化 

15:06～15:18 濱崎 将伍 （日本大学生物資源科学部） 

藤沢市における耕作放棄地の現状と農地活用に関する研究 

15:18～15:30 池田 和幸 （東京農業大学地域環境科学部） 

簡易濃度計を用いた農地土壌における温室効果ガスの測定 

15:30～15:55 質疑応答（時間内に聞けなかった質疑、全体へのコメントなど） 

３．総括・閉会挨拶 15:55～16:00 

琉球大学 中野拓治 （農地保全研究部会副部会長）   

 

※1 院生は発表 15 分，質疑 5 分の計 20 分、学生は発表 7 分，質疑 4 分，指導

教官からの追加説明 1 分の計 12 分としています。 

※2 講演要旨については各発表前にチャットで配信したいと思います。 

※3 終了後も 1 時間程度 zoom を開放していますのでフリートークが可能です。

お時間のある方はご参加下さい。人数が多い場合などはブレークアウトルー

ムで少人数の部屋を作ります。 

※4 google フォームで作成したアンケートを作成致しました。聴講された方に回

答をお願いしたいと思います。 

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSeOqgPADEqj4CTrfyeyoxfQXmyp_Q77zi6K

1q_WIJPgL97K8w/viewform?usp=sf_link 

 

 

発表への注意事項 

・ 「農地保全」に関する研究，技術の発表であれば，テーマは特に定めません。土壌侵

食，農地防災，土壌汚染の他，特殊土壌，耕作放棄，都市農地保全なども含みます。

もし，判断の難しい場合には事務局にお問い合わせ下さい。 

・ 発表者は原則として，学生，院生とします。発表は既発表（学会支部大会含む）のも

ので構いません。学部生の発表については，指導教員が質疑応答の後に説明を加える

ことができるものとします（発表時間の最後の 1 分）。なお，応募人数が多い場合には

発表時間を短くすることや，多すぎる場合はテーマによって発表者を選抜することが

ありますので予めご了承下さい。 
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・ 発表者には発表前に講演要旨を作成して頂きます。講演要旨は農業農村工学会全国大

会の要旨の形式で 1 ページとします。講演要旨は発表会の前に学会ホームページを通

じて参加者に配信すると共に農地保全研究部会誌「農地保全の研究」に掲載します。

今年度は締め切りから発表会までの日数が少ないため，当日も zoom のチャットなどで

要旨を配信したいと思います。 

・ 発表は原則としてパワーポイントまたは pdf によるスライドを用い，発表者が各自のパ

ソコンから画面を共有して発表して下さい。 

・ 参加者の取りまとめはしませんので，参加をご希望される方は所定の zoom アドレスか

ら随時アクセスをして下さい。参加者は部会会員（農業農村工学会会員）でなくとも

農地保全研究分野に関わる技術者及び研究者，院生，学生を対象とします。特に院

生，学生（低学年含む）については若手技術者の育成の観点からも積極的に参加をし

てもらいたいと思います。 
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群馬県嬬恋村のキャベツ畑における土壌侵食および吾妻川流域における土砂流出の解析 

Analysis of soil erosion in cabbage farmland in Tsumagoi Village, Gunma Prefecture and sediment 

runoff in the Agatsuma River watershed 

〇池田 将隆*・大澤和敏**・松井宏之** 

〇Masataka IKEDA*，Kazutoshi OSAWA**, and Hiroyuki MATSUI** 

 

1．背景・目的 

 嬬恋村は約 3000 ha の広大な栽培面積を有する夏秋キャベツの一大産地である．当地域は中山間地域

に分類される傾斜地である 1)ため，土壌侵食が問題となっている 2)．池田ら 3)は嬬恋村のキャベツ畑に

おける侵食抑制対策が土壌侵食に与える影響を定量的に評価した．この研究はいくつかの対策方法を評

価しているものの，対策方法を組み合わせた場合の抑制効果は評価していない．さらに単一圃場での評

価で留まっているため，広域での評価は行っておらず嬬恋村全体での土砂流出量は定かではない．また

佐久間 4)は，農地における土壌侵食は流出した土砂が下流域にて堆積することでその環境に影響を及ぼ

すこと，特に土砂堆積の影響を直接受けるのはダムであることを示した．嬬恋村の中央部には吾妻川が

流れており，下流には八ッ場ダムが位置している．八ッ場ダムは重要な多目的ダムであるため堆砂を抑

制することは重要な課題となる．一方で，西川ら 5)は，全国のダム・堰を対象にダム管理に関連する各

種指標を整理しデータベース化をした．その中で管理経過年数が 100 年に満たないにも関わらず堆砂率

が 100%を超える，もしくは 100%に近いダムが存在するため，ダムの堆砂には課題があると示した． 

 そこで本研究は，嬬恋村のキャベツ畑における現在の流出土砂量と侵食抑制対策を実施した場合とを

比較し，侵食抑制対策が吾妻川流域ひいては八ッ場ダムに与える影響を解析することを目的とする． 

2．研究の方法 

 本研究は，1．WEPP による侵食抑制対策の解析，2．広域での侵食量および対策効果の評価，3．侵食

抑制対策が下流域に及ぼす影響の 3 つに構成を分けた．以下に各手順における詳細を記載する． 

2.1 WEPP による侵食抑制対策の解析 

 侵食抑制対策を評価するために，WEPP(Water Erosion Prediction Project)を用いる．WEPP は米国農務省

が開発したプロセスベースの侵食解析モデルである 6)．本研究

で用いる入力データは池田ら 3)を参照した．営農条件にはTable 

1 に示す嬬恋村で栽培されている夏秋キャベツの主な作型に準

じた条件を適用する．侵食抑制対策には Table 2 に示す 3 種類

の対策を想定する．これらを単一または組み合わせて実施した

際の侵食量を算出し、単一で対策を行った場合と対策を組み合

わせた場合の侵食過程を比較・評価する． 

2.2 広域での侵食量および対策効果の評価 

 嬬恋村全体を対象とした広域での侵食抑制対策の効果を

GeoWEPP(Geospatial interface for WEPP)を用いて評価する．

GeoWEPP は，WEPP を解析機構としており，流域スケールで

の土砂動態の解析が可能なプロセスベースモデルである 7)．嬬

* 宇都宮大学地域創成科学研究科(Graduate School of Regional Development and Creativity, Utsunomiya University) 
**宇都宮大学農学部 (School of Agriculture, Utsunomiya University) 
キーワード：土壌侵食，WEPP，GeoWEPP，嬬恋村 

Table 1 嬬恋村における夏秋キャベツの作型 
早期 中期 晩期 

日付 作業 日付 作業 日付 作業 

3/1 耕起 4/15 耕起 6/1 耕起 

4/15 整地 6/1 整地 7/15 整地 

4/30 定植 6/15 定植 7/30 定植 

7/25 収穫 9/10 収穫 10/25 収穫 

8/15 残渣 
鋤込 10/1 残渣 

鋤込 11/15 残渣 
鋤込 

 
Table 2 想定する侵食抑制対策 

対策 内容 
麦類によるカバ 
ークロップ(緑肥) 

キャベツ畑の裸地期間 (秋~冬) 
にライ麦やエン麦を作付け 

グリーンベルト 
3 m の植生帯で 100 m 斜面を 

50 m 斜面 2 つに分断 

農業機械の変更 
耕起の一部 (残渣すき込み等) 
をロータリー耕からプラウ耕に 
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恋村全域を対象に，慣行のキャベツ栽培を行った場合と侵食抑制

対策を行った場合の土壌侵食量を算出後，2 つの結果を比較し侵食

抑制対策が嬬恋村全域での土砂動態に与える影響を評価する． 

2.3 侵食抑制対策が下流域に及ぼす影響 

嬬恋村の下流域に位置する八ッ場ダムの管理に関連する各種指

標と，キャベツ畑での侵食抑制対策による嬬恋村全域の土砂動態

の変化をもとに，嬬恋村での侵食抑制対策が吾妻川流域ひいては

八ッ場ダムに与える影響を評価する．  

３．結果および考察 

キャベツの早期栽培における侵食抑制対策を組み合わせた場合の

侵食量を Fig. 1 に示す．表中の Original は対策無し，Tillage は耕起

の変更，Cover crop はライ麦によるカバークロップの作付け，Green 

buffer はグリーンベルトの設置を意味する．早期においてどの対策

を行った場合も侵食量は減少した．またすべての侵食抑制対策の

組み合わせにおいて侵食量は減少し，抑制効果は大きくなった． 

 中期・晩期における侵食抑制体対策を組み合わせた場合の侵食

量の結果を Fig. 2，Fig.3 に示す．また月別の侵食量と田代市におけ

る月別の降水量を Fig. 4 に示す．中期・晩期において単一で抑制対

策を行ったとき，ライ麦によるカバークロップを行った場合のみ

侵食量が増加した．これはライ麦を作付けするために行う耕起が 7

月から 9 月の降雨が多い時期と重なり，この時期の侵食量が増加

したことが原因である．また中期・晩期においては，カバークロッ

プを含めて対策を組み合わせた場合，他方の対策を単一で行った

場合に比べ組み合わせて行った対策は抑制効果が小さくなった．

これは，前述のカバークロップによる侵食量の増加が要因である． 

上記のことからキャベツの栽培時期を考慮して対策を組み合わせる必要があると示された． 

４．今後の予定 

 今後は，ライ麦以外のカバークロップの導入の可能性を検討するとともに，できるだけ多くの対策方

法を考案した上で解析を行う．また嬬恋村のキャベツ畑や地域の条件に合わせて現地にて実際に適用可

能な侵食抑制対策の組み合わせを提案する．その後，嬬恋村全体を対象に侵食抑制対策を行う場合と行

わない場合での流出土砂量を広域的に比較する．そして，その結果に基づいて嬬恋村のキャベツ畑にて

侵食抑制対策を行った場合に，現在の八ッ場ダムに流入している土砂に与える影響を評価する． 

引用文献 

1) 丸山浩明. 浅間火山北麓における耕境の拡大と農家の垂直的環境利用. 地理学評論 Ser. A, 1990, 63.2: 74-99. 

2) 荒川祐介; 東照雄. 1-17 嬬恋村における傾斜侵食畑の開墾後 20 年間の土壌物理性の変化 (1. 土壌物理). In: 日本土壌肥料学会講演

要旨集 38. 一般社団法人 日本土壌肥料学会, 1992. p. 9. 

3) 池田将隆，金敷奈穂，大澤和敏，松井宏之：群馬県嬬恋村のキャベツ畑における栽培時期の違いによる侵食量の変化の解析 

4) 佐久間敏雄，：土壌侵食による生産機能の劣化と環境影響，環境科学会誌，8 巻 1 号，93-102，1995. 

5) 西川正敏; 堀江源; 坂本和雄. 全国ダム定期報告書データベースの総合解析. 水源地環境技術研究所所報= Report of Water Resources 

Environment Research Institute, 2013, 65-70. 

6) USDA ARS : USDA-Water Erosion Prediction Project Hillslope Profile and Watershed Model Documentation, NSERL Report #10, 1995． 

7) 辰野宇大，大澤和敏，西村拓，溝口勝：GeoWEPP を利用した福島県飯館村における放射線セシウムの動態評価，H26 農業農村工学

会大会講演会講演要旨集，企-13-3 

 
Fig. 1 早期栽培での侵食量の解析結果 

 

 
Fig. 2 中期栽培での侵食量の解析結果 

 

 
Fig. 3 晩期栽培での侵食量の解析結果 

 

 
Fig. 4 月別の降水量と侵食量の解析結果 
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1. はじめに 

沖縄地方では赤土等流出問題が深刻である．対策の一つに，沈砂池の設置がある．沈砂池は堆積土を適時

浚渫することで効果が発揮されるが，十分な維持管理がなされていない．また，堆積土は農地に還元するこ

とが望ましいと考えられるが，その手法や評価は確立されていない．還元する手法として，土壌固化材イー

フアップ(以降 EU)の利用がある 1)．EUはデンプンを主体とし，水分を多く含む土に添加すると瞬時に固化

する．本研究では，EU を用いた堆積土を還元した際の土壌受食性の変化を室内および圃場試験で検証する． 

2. 研究項目と方法 

試験方法は，金敷らの手法で行った 2)．室内試験では，島尻マージに，沈砂池堆積土に EU 改良を加えた土壌

を用いた．①島尻マージ②島尻マージに EU 改良を加えた沈砂池堆積土 30 %混和（以降，EU 30%）

③島尻マージに EU 改良を加えた沈砂池堆積土 50 %混和（以降，EU 50%）の 3 条件で降水試験・流

水試験を実施した．圃場試験は石垣島のサトウキビ夏植え栽培圃場で，①島尻マージ②EU 50%③EU 15%の3条

件で実施した．今回報告する観測期間は，2021 年 4 月 25 日から 2021 年 9 月 21 日までとする． 

3. 結果と考察 

室内試験の結果をTable 1に示す．島尻マージのインターリル受食係数

Kibと比較し，EU 30%は約0.32倍，EU 50%は約0.23倍となり，どちらも

減少した．島尻マージのリル受食係数Krbと比較し，新EU 30%は約0.17

倍，新EU 50%は約0.25倍となり，どちらも減少した．よってインターリ

ル，リル侵食において，改良沈砂池を混和することで侵食を抑制した．また，降水試験の結果から求めた各条件

の表面流出率を求めると，島尻マージが98.8 %，EU 30%が 69.9 %，EU 50%が68.7 %であったことから，透水性

が向上したことが示唆された．以上より，改良沈砂池堆積土を島尻マージに混和することで，雨滴の衝撃や水流

の剥離に耐性ができるだけではなく，透水性を向上させることで表面流出率を抑え，侵食抑制する可能性がある． 

圃場試験の結果，総土砂流出量は対照区434 g∙m-2，EU 50%区 139 g∙m-2，EU 15%区 157g∙m-2であり，沈砂池堆

積土混和率が高いほど土砂流出量が減少する結果となった．いずれのイベントも，改良沈砂池堆積土混和区の最

大濁度が抑えられており，沈砂池堆積土は土壌侵食を抑制する効果があったと考えられた．また，混和初期は改

良沈砂池堆積土混和区の表面流出率が大きく減少する傾向にあり，表面流出量の減少によって土砂流出量も減少

したと考えられるが，農業機械を用いた営農管理後は，改良沈砂池堆積土混和区の表面流出率が大きくなる傾向

にあり，今後の降雨イベントに注視する必要がある．この要因として，大雨や農業機械の重みにより，沈砂池堆

積土の微細粒子が土壌の隙間に入り込み，締固めが生じやすくなった可能性が考えられる． 

4. 結論と今後の予定 

EU を使用して改良した沈砂池堆積土を圃場に還元することで，土壌侵食を抑制する可能性が示唆された．今

後は，データ解析を継続し，混和量や営農管理などを考慮した効果的な浚渫土壌の還元方法を検討していく． 

引用文献 

1) 冨坂峰人ら：新たな固化剤を用いた沈砂池堆積土砂の再利用技術の開発について(3)，平成24年度赤土等流出防止交流集会事例集，2012． 

2) 金敷奈穂ら：沈砂池堆積土の農地還元による土壌受食性の変化および植物生長への影響，2020年度農業農村工学会大会講演会，2020． 

沈砂池堆積土の農地還元に伴う土壌受食性の変化 
Soil erodibility changes due to adding deposits of sedimentation pond into farmland 

○金敷 奈穂*，大澤 和敏**，藤澤 久子***，冨坂 峰人**** 

○Naho KANASHIK*, Kazutoshi OSAWA**, Hisako FUJISAWA***, Mineto TOMISAKA**** 

Table 1 侵食試験の結果 

条件 
Kib 

[kg·m-4·s] 

Krb 

[s·m-1] 

島尻マージ 6.57×105 (a) 9.77×10-3 (a) 

EU 30% 2.10×105 (b) 9.88×10-3 (a) 

EU 50% 1.50×105 (c) 2.22×10-3 (b) 
異なるアルファベットは 5%水準で有意差があることを表す．  

*   宇都宮大学大学院地域創成科学研究科 (Graduate School of Regional Development and Creativity, Utsunomiya University) 
**  宇都宮大学農学部 (School of Agriculture,Utsunomiya University) 
*** 日本工営株式会社 中央研究所 (R&D Center,NIPPON KOEI CO.,LTD) 
****日本工営株式会社 (NIPPON KOEI CO.,LTD) 
キーワード：農地保全，土壌改良，土壌侵食 
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島嶼環境の斜面補強工頭部における腐食と防錆油変色 

Metal corrosion and oil discoloration of the head part of slope reinforcement works in the island environment 

 

〇仲宗根 祥太＊，中村 真也＊＊，東 康治＊＊＊，村山 篤＊＊＊＊，小町 理＊＊＊＊，翁長 淳＊＊＊＊＊ 

〇Shota NAKASONE＊，Shinya NAKAMURA＊＊，Koji HIGASHI＊＊＊，Atsushi MURAYAMA＊＊＊＊，Osamu 
KOMACHI＊＊＊＊，Atsushi ONAGA＊＊＊＊＊ 

 

1 はじめに 

 グラウンドアンカー工や鉄筋挿入工の維持補修に対する社会的関心が高まっている。グラウン

ドアンカーの引張材に腐食が生じると,破断や抜けで緊張力が低下し,斜面の安定が損なわれる恐

れがある。沖縄県は高温多湿であるだけでなく,海岸から近い位置にある補強のり面が多く,また,

台風など塩害をもたらす気象現象に見舞われることも多いため,特に沿岸部の金属部材は厳しい腐

食環境下にあると考えられる。本研究では,地理的条件の異なる補強のり面を対象とし,のり面に

おける複数のグラウンドアンカー・補強鉄筋の頭部構成部材と防錆油について,腐食・劣化の状況

を調べた。 

2 調査のり面と方法 

調査は,斜面補強工頭部の外観点検と露出調査からなり,沖縄県内の 16 か所を対象のり面とし

た。外観点検では,調査地におけるグラウンドアンカー・補強鉄筋の全てで実施することを基本と

した。外観点検では補強材の飛びだしの有無や,頭部キャップ・支圧板の状態を調べた。この点検

では補強材の飛びだしの有無や,頭部キャップ・支圧板の状態を調べた。露出調査は,湧水や防錆

油の漏れが確認される箇所を選定し,のり面につき２箇所以上で実施した。露出調査では,キャッ

プ内部の防錆油の充填量,色および劣化状況,定着具,くさび,マンションの状態と腐食の程度につ

いて調べた。また,一部の箇所では防錆油のサンプリングと測色を行った。頭部の外観点検と,露

出調査のデータを基づき単回帰分析,重回帰分析,数量化Ⅰ類,クラスター分析を行った。 

3 調査結果 

外観点検 198 箇所および露出調査 72 箇所の結果を整理した。海からの距離と平均腐食レベルの

関係を示したグラフでは,近似線は海からの距離が大きくなるにつれて平均腐食レベルが若干小さ

くなる右下がり傾向が確認されたが,相関係数は小さく,現段階では海岸からの距離と平均腐食レ

ベルとの間に明確な関係があるとは言えなかった。また,防錆油の測色の数値データに対しクラス

ター分析を行った結果,調査地間において色の彩度や明度が異なることを確認することができた。

さらに, 数量化Ⅰ類による分析により，この色の違いは内部滞水の有無を主とした調査地の環境

条件の違いによることが分かった。色の明るさと黄色度合いを表す数値は内部滞水との相関が大

きく,赤色度合いはそれとの関係が認められなかった。今後,新たな調査で得たデー 

タを追加し,部材腐食及び防錆油変色と環境条件との関係について精細な分析を行いたい。 

謝辞：調査の実施にあたり,沖縄県土木建築部海岸防災課,中部および南部土木事務所,国土防災技

術（株）の梶原氏および山崎氏,小嶋氏,サンスイ・ナビコ（株）の阿部氏,堀江氏,長木氏,田村氏

および和田氏の協力を得た。記して謝意を表する。 

 
＊琉球大大学院 Grad. School of agri.,Univ.of the Ryukyus,＊＊琉球大 Univ. of the Ryukyus,＊＊＊国土防災技術（株）Japan 

Conservation Engineering & Co., Ltd.,＊＊＊＊サンスイ・ナビコ（株）Sansui Navico Co. Ltd.,＊＊＊＊＊,(株)旭建設 Asahi 

Construction Co., Ltd. 

キーワード：農地保全,斜面安定
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島尻マージ土の油分浄化と含水比・通気量の関係 

Relationship between the oil purification and the water content ratio/airflow quantity of Shimajiri Marge soil 

 

○饒波圭吾*, 中村真也* 

 ○Keigo NOHA*, Shinya NAKAMURA* 

 

1.はじめに 

沖縄県内では,油の取扱事業所が多いこと,米軍基地が今後返還されることなどから,沖縄県

に分布する土壌における油分浄化技術が求められている.沖縄県に分布する土壌に関しては,

国頭マージ土の油分浄化の研究があり,土中の油分減少には含水比と通気量が強く影響を与え

ていることが明らかになっている（中野ら、2018）.島尻マージ土における油分浄化について

も,含水比と通気量に着目しつつ検討を行う. 

2.研究方法 

沖縄市において採取した島尻マージ土を試験に用いた.島尻マージ土に軽油を添加した模擬

汚染土壌を作成し,これらの試料を通気試験装置に設置し,TPH 分析用のサンプリングを

0,3,7,14,21,30 日目に採取した.TPH 測定は,油汚染対策ガイドラインに基づき,GC-FID 法によ

って行った.測定された TPH 濃度の値から,様々な条件の通気量や含水比における島尻マージ

土の TPH 濃度の変化を整理した. 

3.結果・考察 

(1)TPH 濃度の減少値と除去率 

TPH 濃度は含水比 10%において大きく減少し,除去率は約 50%となった.TPH 濃度の減少は含

水比 FMC で次に大きく,続いて含水比 15%,20%,25%,30%の順で小さくなった. 

(2)国頭マージ土の結果との比較 

国頭マージ土と島尻マージ土の油分浄化の結果を比較した.島尻マージ土は通気量 20ml/min

で最も TPH 濃度が減少し除去率は約 50%である.国頭マージ土では栄養塩を添加して通気を行

なった条件では 12 日後に 0に近い値となり,除去率は約 100%となった. 

国頭マージ土の供試土と比べて、島尻マージ土は粘土·シルト分が少なく、栄養塩の分布が偏

り、微生物の活性にも偏りが現れた可能性がある。 

4.まとめ(中間)と今後の予定 

国頭マージ土は通気量が多いほど浄化が進むが,島尻マージ土でこの傾向は見られなかった.

今後の予定として,含水比や通気量の変化によって TPH 濃度が経過日数でどのように変化する

か考察を深める.また,実験期間中の土中の温度を測定したデータをまとめ,油分浄化速度との

関係を調べる. 

引用文献:中野拓治，中村真也，松村綾子，高畑 陽，崎濱秀 明，大城秀樹，幸地優作，平田英

次(2018.6):国頭マージ土壌の油分浄化特性と影響要因，農業農村工学会論文集，IDRE Journal 

No.306(86- 1)，pp.I87-I94 
＊琉球大 Univ. of the Ryukyus 

キーワード:農地保全,土壌改良,土壌 
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地下ダム建設と地域農業の状況 

Current status of regional agriculture after the construction of underground dams 

 

○近藤 陸*, 中村真也＊ 

○Riku KONDO*,  Shinya NAKAMURA ＊  

1.はじめに 

 糸満市は都市部に近いことから近年はサトウキビから商品価値の高いレタスやニン

ジンなどの野菜やキク、花卉類の作付け転換が進み、サトウキビの収穫量は年々減少

しているとされている（吉本ら,2007）。地下ダム供用後に作物毎の収量やかんがい水

量などがどのような状況にあるのか知ることは将来の地域農業予測に必要であり一層

の地下ダム水利用を考えるにあたり重要となる。本研究では、地下ダム水供用地域に

おいて農業の状況、施設栽培面積の増減を調査する。地下ダム建設の効果を明らかに

し、建設時の計画や現状を踏まえ課題を見出す。 

2.研究方法 

 地下ダム水利用地域における作物ごとのかんがい水量、耕作面積の合計を大字ごと

2014 年から 2018 年の推移を整理した。同様に作物分類ごとのかんがい水量、耕作面積

の合計を整理した。次にデータを総括し作物、かんがい水量、耕作面積の推移図を作成

した。また、GIS に当該地域で供用前後の空中写真を取り込み、施設栽培面積の増減を

調べる。地下ダム水利用地域と利用水量、農業人口、収穫額のレイヤを重ね土地利用状

況図を作成する。 

3.結果・考察 

上里ファームポンド（以下 FP とする）と新垣 FP での作物分類別灌漑面積の推移図

から野菜のかんがい面積が徐々に増加していることがわかった。また、裸地面積は夏

季の増加、冬季の減少を繰り返しているため夏季期間は休耕をし、冬季に耕作・生産を

していると考えられる。工芸作物のかんがい水量は面積に対して少量である。根菜類

のかんがい水量は上里 FP で 2014 年から 2018 年の過去 4 年間では 51511ha から

218056ha と約 323％急増した。特に人参の増加率は大きかった。上里 FP は野菜に多く

の水量を要しているが新垣 FP では花卉類に多く使用されていることがわかった。沖縄

のキクは正月や 3 月の彼岸など全国に出荷され高いシェアを誇っている。そのため毎

年一定の需要があるため花卉類はほぼ横ばいで推移していると考えられた。高収入作

物とされる野菜のかんがい面積は増加してはいるが、サトウキビが含まれる工芸作物

は減少しているといえず作物転換が進んだかどうかは判然としない。沖縄県は亜熱帯

気候を活かし、冬季が野菜生産の中心であることが読み取れる一方で、夏季は野菜生

産には適さないとも考えられ、夏季農地の有効活用が課題である。今後、農業生産額、

観光客数、地域や県の人口などを併せ、当該地域の農業と地下ダム建設の関係につい

て考察を深めたい。引用文献：吉本周平,土原健雄,石田聡,今泉眞之（2007）：米須地下

ダム流域における地下水硝酸性窒素濃度の動態について,農工研技報,206,195〜208 

琉球大 Univ. of the Ryukyus 

キーワード：農地保全,土地利用計画,生産施設,農村振興,用水管理,測量・GIS 
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地質の異なる地すべりにおける土中水の降雨応答 

Responses of ground water level and soil moisture to rainfall in landslides with different geology 
 

○末吉一輝✳,中村真也✳ 

Kazuki SUEYOSHI✳,Shinya NAKAMURA✳ 

 

1.はじめに 

2021年では,全国において12月時点で1316件の土砂災害が発生しており,土砂災害は毎年のよう

に発生している(国土交通省,2020). 沖縄県では,2006年に中城村安里において⻑雨による地すべ

りが生じた(沖縄県,2012).沖縄県は,近年豪雨の発生回数は増加傾向にあり,豪雨災害の発生リス

クは高まっていると考えられる(沖縄総合事務局,2020).土砂災害を未然に予測し,防止・軽減に向

けた一層の取り組みが必要である. 本研究では,島尻層群分布地域および付加体分布地域の「降雨

地すべり」を対象とし,地質の異なる地すべり斜面における土中水の降雨応答を明らかにする. 

2.研究方法 

地質の異なる地すべりにおいて土壌水分,地下水位,斜面変動,雨量の観測を行った. 観測システ

ムは地すべりブロックの中央付近に設置した.土壌水分量の観測にはFDRセンサを用い,深度

10cm,30cm,50cmおよび100cmに設置した.地下水位計は,深度3ｍに設置をした.電力供給は,独立

電源（バッテリーとソーラーパネル）によった. 

3.結果とまとめ(中間) 

島尻層群分布地域の地すべり地では,2021年4月から11月の降雨イベントを対象に,降雨に伴う地

下水位の変化およびその増減を調べた.地下水位は概ねGL＝-0.495m〜-0.35mの範囲で推移してい

た.降雨が多かった6月〜7月は,地下水位は高めとなり,-0.15mまで上昇した.日降水量が202mm

に達した6月29日には,地下水位はGL＝-0.172mから地表面まで上昇し,9時から19時までの間,

地表面に留まった.地下水位は,降雨開始約１時間後にゆるやかな上昇が始まった.降雨後の地下水

位の上昇について,降雨開始１時間前の地下水位に対して降雨開始から6時間後の地下水位の比を

求め,地下水位変化率とした.本地すべり地の変化率は10%未満であった.付加体分布地域の地すべ

り地では,同年9月〜11月の降雨イベントについて検討した.島尻層群分布地域の地すべり地と同

様に地下水位は降雨開始約１時間後に反応が見られた. 地下水位変化率は, 5〜50%であり,島尻層

群分布地域地すべり地に比べて大きく,地下水位の上昇は速やかであった.降雨に伴う地下水位の

反応では,どちらも降雨開始約1時間後に反応が見られ,付加体分布地域地すべり地は島尻層群分

布地域地すべり地に比べ降雨後,地下水位が大きく変動した.今後, 降雨の強さや雨量による土中

水の変動の様相や地すべり時の土中水のふるまいに着目し,累積降雨や実効雨量の観点からの検

討,土質試験による物理的性質の比較などを行っていきたい. 

 

琉球大学農学部 Faculty of Agriculture, Univ.of the Ryukyus  

キーワード 地下水,農地保全 
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多良間島における地下水取水および降雨に伴う塩淡境界の変化 

Fluctuation characteristics of the boundary between saltwater and freshwater in the underground of Tarama Island 

 

○島袋大輝＊,中村真也＊ 

○Daiki SHIMABUKURO*, Shinya NAKAMURA* 

 

１ はじめに 

 多良間島の農業用水は集水池および降雨に頼る不安定なものになっている。一方で、多良

間島には淡水レンズと呼ばれる賦存状態の地下水が存在することから、新たな水源として期

待されている。本研究では、多良間島における地下水を安定的な農業利用につなげるため、

地下水位と塩淡境界の観測結果を整理し、降雨、潮位および気圧との関係を調べる。また、

地下水の取水に伴う地下水と塩淡境界の変化を明らかにする。 

２ 方法 

 本研究では、現地調査とデータの整理・分析を行なった。現地調査では、手ばかり水位計

を用いて地下水位測定を行ない、地下水の電気伝導度（以下：EC）を観測した自記計を回収

し、各深度の地下水の EC 値を整理した。EC 値と気象庁の気象データを活用し、沖縄総合事

務局が行なった過去の現地調査の観測データと合わせて 24ヶ所の観測孔の地下水位と降雨後

の気圧、潮位、塩淡境界、地下水および淡水レンズの厚さの変化を調べた。 

３ 結果 

 観測孔Ａにおいて、地下水取水後に EC値の急上昇が見られたが、近隣の観測孔ではそのよ

うな現象は見られなかった。A孔内での上向きの流れ（孔内流）が発生したためと考えら

れ、局所的な現象と推測された。また、観測孔Ｂにおいて、降雨後の気圧、潮位、塩淡境

界、地下水位および淡水レンズの厚さの変化について調べた。塩淡境界、地下水位および淡

水レンズの厚さの変化は、断続的に雨が降っていた期間と雨が降っていなかった期間を比較

すると、塩淡境界深度、地下水位標高および淡水レンズの厚さが異なった。 

４ まとめ（中間）と今後の予定 

 降雨が塩淡境界の変動に影響していることが考えられることから、各観測孔の地下水位か

ら淡水レンズを３次元化し、雨量と潮位および気圧を併せ時間的変化を見ることで塩淡境界

や地下水位の変動パターンを分析する。また、第二回の現地調査を予定しており、今後とも

データ分析を行なう。 

謝辞：調査の実施にあたり、内閣府沖縄総合事務局土地改良総合事務所および同宮古支所のみな

さまにご協力いただいた。記して謝意を表する。 

 
*琉球大学農学部 Faculty of Agriculture, University of the Ryukyus.  

キーワード：地下水、農地保全 
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藤沢市における耕作放棄地の現状と農地活用に関する研究 

Study on Present Situation of Abandoned Farmland and its Utilization in Fujisawa 

 
濱崎将伍* 小池麻央**，中野巴菜** 

Shogo Hamasaki，Mao Koike，Hana Nakano 

 

1. はじめに 

 近年、全国的に耕作放棄地が増加しており、都市近郊地域である神奈川県藤沢市でも特に水田でその

傾向がみられている。各自治体では、農地所有者に対する農地利用の意向調査や指導などにより、農地

所有者が耕作放棄しないための施策を行っているものの、一般市民の農地需要の程度は不明で、一般市

民に対して農地利用の意向を調査した事例は見られない。本研究では、耕作放棄地の解消や農地有効活

用のための検討の一助とすることを目的として、耕作放棄地に対する市民の意識調査と、耕作放棄地に

おける土壌環境と植生状況の調査を行った。 

2. 方法 

市内農地の現状調査では、令和２年度に全国農地ナビ・農林水産 HP・藤沢市 HP にて情報を収集し

た。市民意識の調査では藤沢市大庭地区および稲荷地区を対象としてアンケート調査を行った。主に耕

作放棄地への関心・農業への意欲について質問した。 

 耕作放棄地における土壌環境と植生状況の調査にあたっては、藤沢市農業委員会よりの資料・藤沢市

都市計画図・農地ナビの情報をもとに調査農地（放棄年数１年が２筆、５年が１筆）を選定した。土壌

物理性調査では含水比試験・粒度試験（ピペット法）・有機物含有量試験（強熱減量）を調査項目とし、

植生調査ではコドラート法（1m×1m）で調査し、調査農地に含まれる植物根の質量を調査した。 

3. 結果および考察 

 農地の現状把握とアンケート調査の結果、藤沢市全体では耕作放棄地の大きな増加はないものの、解

消の傾向は見られず特に大庭地区での増加が顕著であり、耕作放棄地の今後の利用策として市民の農業

体験・憩いの場とすべきというという回答が多く、一般市民にもある程度の農地需要があることが分か

った。耕作放棄地の有効活用にあたって、これらの市民の農地需要も考慮に入れて政策に反映させるな

どの必要性があるといえた。 

放棄年数の違いが与える植生と土壌物理性への影響については、耕作放棄地では、撹乱されないため

その期間が⾧くなるとシルト分の下方移動などにより土壌透水性は低くなること、耕作放棄地の植生は

耕作放棄年数と土壌の水分量に大きな影響を受けることが明らかとなった。 

また、耕作放棄年数 5 年では、植物の草丈が高く土壌の乾燥密度も高いことから、再び水田として利

用するためには多くの労力が必要と考えられる。農地としての利用を考えれば、耕作放棄地であっても

最低限の除草や耕耘など適切な維持管理が重要であるといえる。 

 耕作放棄地を解消し農地を有効利用するためには、農地中間管理機構が行う土地所有者との連携、若

い世代への農地の貸付策の強化のほか、藤沢市のように好条件の農地でもその維持管理に対する助成な

どの対策も必要かもしれない。 

 
所属：日本大学生物資源科学部生物環境工学科地域環境保全学研究室 Department of Bioenvironmental and Agricultural 

Engineering, College of Bioresource Sciences, Nihon University. 

キーワード：耕作放棄地，農地保全，農地有効活用，植生，土壌物理性，藤沢市 
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簡易濃度計を用いた農地土壌における温室効果ガスの測定 

Measurements of GHGs flux from farmland soil surface by closed chamber method 

with continuous measurement device of CO2 

 

池田和幸 藤川智紀 

IKEDA Kazuyuki, HUJIKAWA Tomonori 

1. はじめに 

各産業における温室効果ガス排出量の削減は喫緊の課題であり、農業分野においても農

地投入技術の開発など、土壌の炭素貯留能力が注目されている。土壌の炭素貯留能力を把

握する上で土壌からの CO2発生量（以下、フラックス）の評価が重要であるが、フラック

スの測定法の一つにチャンバー法ある。チャンバー法においてはチャンバーを土壌表面に

設置し密閉することで、容器内のガス濃度の時間変化を計測し、フラックスを算出する。

通常はチャンバー内のガス濃度は 10 分ごとなど定期的に測定されるが、連続的なガスの

変化については明らかにされていない。そこで 本研究では、チャンバー内におけるガス

濃度の変化を簡易 CO2 濃度計を用いて、継続的に測定し、ガス濃度、気温、湿度の時間的

変化を測定した結果を報告する。 

2. 方法 

 2021 年 9 月から東京農業大学桜ヶ丘圃場（東京都世田谷区）において CO2フラックスの

測定を行った。70cm×70cm の区画を 3 つ準備し、散布する水分量を変えた（以下、多、

少、無）。チャンバー設置後、チャンバー内のガス濃度、気温、湿度をデータロガー付き

CO2濃度，温湿度測定器（TR-76Ui，T&D 社）で測定した。実験は晴天の日に行った。 

3. 結果及び考察 

チャンバー設置後、チャンバー内の

CO2 濃度は 5～10 分程度急激に増加する

が、その後直線的に増加して 1 時間程度

は収束しないことが確認された（図 1）。

それに対して湿度は CO2同様、初期に急

激に増加するものの約 15 分後に収束し

た。水分量の違いで比較したところ、今

回の条件では水分量が多いほど CO2の濃

度は増加しており、時間経過とともに濃

度上昇量は増加し各時間での差も広がる結果となった。しかし、初期のガス濃度の上昇速

度が高い場合でもその後のガス濃度の上昇が小さい場合もあり、測定前の土壌中のガス濃

度が濃度変化に影響している可能性も考えられる。今後は、土壌の水分量とフラックスの

関係を評価すると共に、土壌内の炭素量を比較していくことが課題となる。 

東京農業大学地域環境科学部 (Faculty of Regional Environment Science, Tokyo University of Agriculture) 
キーワード：クローズドチャンバー法，CO2，連続測定 

図 1 時間経過によるチャンバー内における 

二酸化炭素流出量の変化の例 
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農地保全研究部会研究集会のあゆみ 

 

 開催日 テ－マ 開催地（後援県） 

第 1回 （昭和 55年 6月 13日） 農地保全と水食 草津市（滋賀県） 

第 2回 （昭和 56年 6月 12日） 農地保全の諸問題 草津市（滋賀県） 

第 3回 （昭和 57年 7月 22日） 農地保全、その対策と研究  山口市（山口県） 

第 4回 （昭和 58年 7月 21日） 農業生産環境保全の課題とその対策 鳥取市（鳥取県） 

第 5回 （昭和 59年 7月 19日） 風土と農地保全 鹿児島市（鹿児島県） 

第 6回 （昭和 60年 7月 18日） 災害と農地保全 松江市（島根県） 

第 7回 （昭和 61年 7月 17日） 土地生産力と農地保全 金沢市（石川県） 

第 8回 （昭和 62年 7月 16日） 農地造成における設計施工と保全 郡山市（福島県） 

第 9回 （昭和 63年 7月 25日） 特殊土壌地帯における地力保全 山形市（山形県） 

第 10回 （平成元年 10月 24日） 国土・農村空間の総合整備と農地保全 那覇市（沖縄県） 

第 11回 （平成 2年 7月 18日） 緑の大地に豊かな環境・農地保全の新たなる展開 帯広市（北海道） 

第 12回 （平成 3年 9月 3日） 未来につなぐ豊かな大地 函館市（北海道） 

第 13回 （平成 4年 9月 9日） 豊かな環境の創造急傾斜・火山灰地帯を新たに拓く 宮崎市（宮崎県） 

第 14回 （平成 5年 9月 8日） 自然環境の保全と活用ー火山灰土壌と地下水ー 熊本市（熊本県） 

第 15回 （平成 6年 9月 7日） 農業農村環境と水圏環境 中村市（高知県） 

第 16回 （平成 7年 9月 7日） 農地の保全と地すべり 池田町（徳島県） 

第 17回 （平成 8年 11月 14日） 農地および農道法面の保全 柳井市（山口県） 

第 18回 （平成 9年 11月 20日） 急傾斜地帯における農地の保全 尾道市（広島県） 

第 19回 （平成 10年 10月 29日） 源流地帯における農地の保全問題 岐阜市（岐阜県） 

第 20回 （平成 11年 8月 26日） 棚田地帯の保全と整備 長野市（長野県） 

第 21回 （平成 12年 8月 31日） 豊かで美しい地域環境を創る－農地保全の新たなる展開－ 青森市（青森県） 

第 22回 （平成 13年 9月 6日） 湿地の活用・保全 秋田市（秋田県） 

第 23回 （平成 14年 9月 10日） 生態系に配慮した農地整備の新展開 鴨川市（千葉県） 

第 24回 （平成 15年 9月 9日） 農地整備・保全事業における農地の多面的機能について 長野市（長野県） 

第 25回 （平成 16年 11月 9日） 低平地における農地保全と地域資源の活用 佐賀市（佐賀県） 

第 26回 （平成 17年 11月 10日） 棚畑および下流地域における農地と環境の保全 

－住民参加による保全を中心にー 

 

鹿児島市（鹿児島県） 

第 27回 （平成 18年 9月 26日） 環境と調和した農地保全 北見市（北海道） 

第 28回 （平成 19年 9月 20日） 農村景観形成における農地保全の役割 美瑛町（北海道） 

第 29回 （平成 20年 10月 23日） 中山間地における農地保全・地域資源の活用 松阪市（三重県） 

第 30回 （平成 21年 11月 6日） 

 

世界の農地保全問題の諸相 

－水土資源保全に対する技術の継承と日本の責任－ 

 

那覇市（沖縄県） 

第 31回 （平成 22年 10月 7日） 持続的農業のための農地保全 前橋市（群馬県） 

第 32回 （平成 23年 11月 10日） 中山間地域における農地保全と耕作放棄対策 甲府市（山梨県） 

第 33回 （平成 24年 11月 20日） 東日本大震災に伴う樟波被害・対策とその後 仙台市（宮城県） 

第 34回 （平成 25年 11月 26日） 東日本大震災により被災した農地の復旧・復興のいま 仙台市（宮城県） 

第 35回 （平成 26年 11月 26日） 都市における農地の保全とその役割 藤沢神奈川県） 

第 36回 （平成 27年 11月 12日） 農地保全と地域における農地活用の取組み 三島市（静岡県） 

第 37回 （平成 28年 11月 17日） 農地保全と自然災害 高知市（高知県） 

第 38回 （平成 29年 11月 16日） 水田転作と農地保全 福山市（広島県） 

第 39回 （平成 30年 11月 8日） 未来に繋ぐ農業農村の新しい整備・保全の取組み 

－美ら島・美ら海を巡る宝物語－ 

 

那覇市（沖縄県） 

第 40回 （令和元年 12 月 17日） 亜熱帯島嶼域における農地保全と水環境の保全 石垣市（沖縄県） 

第 41回 （令和 3年 9 月 1日） 農地保全研究の最前線（農業農村工学会大会講演会企画セッション） オンライン実施 

    

    

 



農地保全研究部会運営要領  

平成 24 年 3 月 30 日施  行 

平成28年4月1日一部改正 

 

社団法人農業農村工学会農地保全研究部会の運営については、定款、規則、研究部会規程に定めるほか、この

要領に定めるところによる。  

 

（名称）  

第1条 この研究部会は、公益社団法人農業農村工学会農地保全研究部会と称する。  

 

（目的）  

第2条 この研究部会は、農地保全に関する基礎的な研究と応用に関する総合的な研究を行うことにより、農

業農村工学分野の学術・技術の振興と社会の発展に寄与することを目的とする。  

 

（事業） 

第3条 この研究部会は、その目的達成のため、次の事業を行う。  

(1) 共同研究の推進  

(2) 研究集会の開催   

(3) 現地研修会の開催   

(4) 研究資料「農地保全の研究」の発行  

(5) その他必要な事項  

 

（研究部会の構成員）  

第4条 この研究部会の構成員は、（公益）社団法人の会員 10 人以上を主な構成員とする農地保全領域の研究

者・技術者であって、この研究部会の研究活動の趣旨に賛同して参画した者とする。  

 

（代表幹事） 

第5条 この研究部会に代表幹事７名以内を置く。   



2 この研究部会に代表幹事で構成する代表幹事会を置く。  

3 代表幹事は、部会の構成員の互選で選出する。  

4 代表幹事会は、代表幹事の中から部会長１名、副部会長１名、会計審査幹事１名及び会計幹事を互

選する。  

5 部会長、副部会長、会計審査幹事及び会計幹事の任期は、２年とし再任を妨げない。  

6 部会長は、この部会を代表する。  

7 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるときは部会長の業務を代行する。  

8 代表幹事は、部会長及び副部会長を補佐し、この部会の運営に当たる。  

9 会計審査幹事は、この研究部会の収入・支出について、本部の監事の監査に先がけて審査する。  

10 会計担当幹事は、部会長を補佐してこの研究部会の収支に係る経理事務を行う。  

11 部会長、副部会長、会計審査幹事、会計幹事及び他の代表幹事は、無報酬とする。  

 

（代表幹事会の任務）  

第6条 この研究部会の代表幹事会は、次に掲げる事項を処理する。  

(1) この研究部会が行う研究計画案及び収支予算案の作成  

(2) 理事会で決定された研究の実施及び経理  

(3) この研究部会が実施した研究及び収支決算の本部への報告  

(4) この研究部会の構成員との連絡調整  

(5) 学会本部との連絡調整  

(6) その他必要と認める事項  

 

（代表幹事会の開催） 

第7条 代表幹事会は、年２回以上開催する。  

2 代表幹事会は、研究部会長が招集する。  

（議長・議決） 

第8条 代表幹事会の議長は、研究部会長とする。  

2 代表幹事会の議事は、過半数の代表幹事が出席し、出席した者の過半数を持って決する。 可否同数

のときは、研究部会長が決する。  



3 議事の議決について委任状を提出した代表幹事は、出席したものとみなす。  

 

（事業計画案及び収支予算案の作成）  

第9条 研究部会長は、研究部会規程第６条に規定する収支予算案の作成に当たっては、当該年度 の支出予

算額は、当該年度の収入見込額に 100,000 円を加えた額の合計額以内の額とする。 ただし、特に必要

があるときは、当該合計額に当該研究部会の経年の収支差額の合計残額（本部繰入れ資産額を含む。）

を加えた総額を超えない額とすることができる。  

 

（申請等）  

第 10 条  研究部会長は、研究部会規程第３条、第５条、第６条及び第８条に規定する申請及び提出について

は、予め代表幹事会の決定を得なければならない。  

（事務局） 

第11条 この研究部会事務局は、部会長の所属機関に設置する。 

 

（経理）  

第12条  この研究部会の活動に係る収入は、学会の収入として、支払は学会の支弁として経理する。  

2      前項の経理は、事項別科目別に行う。  

 

（庶務）  

第 13 条 この研究部会の活動に係る庶務は、部会長の指定した場所において行う。  

 

附則  

農業農村工学会農地保全研究部会規約は、廃止する。  

この要領は、平成 24 年 3 月 30 日から施行する。  

この要領の適用日の前日において、現に部会長、副部会長、幹事及び会計監事である者は、それぞれこの要領

施行の日からこの要領により選出された部会長、副部会長、会計審査担当代表幹事とみなす。  

この要領は、平成28年4月1日から施行する。 



 

 

農地保全研究部会誌「農地保全の研究」投稿の手引き  

 

１．編集方針  

農業農村工学会農地保全研究部会は，農地保全に関する基礎的な研究と応用に関する総合的な研究を

行うことにより，農業農村工学分野の学術・技術の振興と社会の発展に寄与することを目的としていま

す．「農地保全の研究」の内容は，本研究部会の目的に適うものとします．内容に関する査読は行いま

せん．  

 

２．投稿資格  

著者のうち少なくとも一名は農業農村工学会員であることを投稿資格とします．ただし招待原稿はこ

の限りではありません．  

 

３．原稿  

原稿はA4 サイズで10 頁までとし，題名，著者名・所属，本文（原則1 段組）の順として下さい．

原稿執筆に当たっては「投稿論文テンプレート」をご参照ください．  

 

４．原稿提出先  

農業農村工学会農地保全研究部会事務局．  

 

５．その他  

「農地保全の研究」に掲載された論文等の著作権（著作財産権，copyright）は，農業農村工学会に

帰属します． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

農業農村工学会農地保全研究部会 部会誌「農地保全の研究」 

原稿執筆要領・テンプレート 
 

保全 太郎＊・土壌 さくら＊＊ 

＊農業農村大学農学部 

＊＊農村環境大学大学院農学研究科 

 

１．はじめに 

このテンプレートは，農地保全研究部会の部会誌「農地保全の研究」の原稿を作成するために必要な

レイアウトやフォントに関する情報を記述しています．執筆時にご利用ください．  

 

２．基本方針 

農業農村工学会農地保全研究部会は，農地保全に関する基礎的な研究と応用に関する総合的な研究を

行うことにより，農業農村工学分野の学術・技術の振興と社会の発展に寄与することを目的としていま

す．「農地保全の研究」の内容は，本研究部会の目的に適うものとします．内容に関する査読は行いま

せん．  

 

３．全体のレイアウト 

3.1 原稿用紙 

原稿用紙は，縦置き A4 用紙・横書きとします． 

 

3.2 マージン 

ページのマージンは，次のとおりとします． 

上マージン ：25mm 

下マージン ：20mm 

右マージン ：20mm 

左マージン ：20mm 

 

４．題目部分のレイアウト 

題目部分は，論文等の題目，著者名，所属機関名で構成されます．題目部分は，本文に合わせて日本

語のみ，または英語のみとします． 

 

レイアウトは以下の通りとします． 

① 題目：明朝体（英語の場合は Roman 体）14 pt，センタリング 

② 空行：1 行あけてください． 

③ 著者名（姓名の順）：明朝体 （英語の場合は Roman 体）10.5 pt，センタリング 

④ 所属機関名：明朝体（英語の場合は Roman 体） 10.5 pt，センタリング 

著者と所属機関名はアスタリスク（＊）の数で対応づけてください． 

 

５．本文部分のレイアウト 



 

 

本文とキーワードの間に，行間スペースを 1 行設けてください． 1 ページ約 40 行となるよう調整し

てください．本文のフォントは漢字・仮名は明朝体の全角 10.5 pt，英字・数字は Roman 体の 10.5 pt を

用いてください．本文が日本語の場合，句読点は全角のピリオド（．），カンマ（，）とします． 

 

5.1 見出し 

見出しのレベルは 3 段階までとします．したがって，第 3 レベルより下位の見出しは用いないでくだ

さい． 

 

5.1.1 見出しのフォント 

見出し（章節）のフォントは，章節番号はゴシック体の 10.5pt（第１レベルは全角，第 2 レベル以下

は半角），漢字・仮名・数字はゴシック体の全角 10.5pt，英字はゴシック体の半角 10.5pt とします． 

 

5.1.2 第 1レベルの見出し 

第 1 レベル番号，全角ピリオド（例えば 4．）の直後から見出しを書きます．見出しの上に 1 行の行間

スペースを設けますが，見出しの下は行間スペースを設けません． 

 

5.1.3 第 2レベルの見出し 

第 2 レベルの見出しの節番号は，第 1 レベル番号，半角ピリオド，第 2 レベル番号，半角スペース（例

えば 4.1 ）の直後から見出しを書きます．見出しの上に 1 行の行間スペースを設けますが，見出しの下

は行間スペースを設けません． 

 

5.1.4 第 3レベルの見出し 

第 3 レベルの見出し項番号は，第 1 レベル番号，半角ピリオド，第 2 レベル番号，半角ピリオド，第

3 レベル番号，半角スペース（例えば 4.1.4 ）の直後から見出しを書きます．見出しの上に 1 行の行間

スペースを設けますが，見出しの下は行間スペースを設けません． 

 

5.2 数式および数学記号 

数式は，次に示す式（1）のように書いてください． 

   











c

cfrf
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G
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数式の行は 10mm 程度のインデントを設けてください． 

数学記号は，文章中に出てくる場合も，数式のフォントと同じものを用いてください． 

式番号は括弧書きで右詰めにします． 

 

5.3 図表 

図表の例を Fig.1 および Table 1 に示します．図表番号の本文中の引用は太字にして下さい． 

 



 

 

 

 

 

 

 

5.3.1 図表の文字および標題 

図表の文字および表題のフォントは，漢字・仮名は明朝体の全角，英字・数字は Roman 体を使用して

ください． 

図表中の文字のサイズは 10 pt 程度としてください． 

図表の標題は，10 pt のサイズで次のように記載してください． 

Fig＋半角ピリオド＋番号＋全角スペース＋標題 

Table＋半角スペース＋番号＋全角スペース＋標題 

なお，標題の番号は Fig.1，Table 1 のように太字で表記してください． 

 

5.4 引用文献 

文献の引用は，農業農村工学会論文集で採用されている方法に従ってください． 

本文中での文献の引用は，「Fan et al.（2013）によれば，」「……といわれている（高薮・金光，2010；

佐藤ら，1996a）．」のように記述してください． 

引用文献はすべて本文末尾にリストとしてまとめてください．見出し文字「引用文献」はゴシック体

の全角 10 pt で書いてください．引用文献リストは，漢字・仮名は明朝体の全角 10 pt，英字・数字は Roman

体 10 pt を用いてください． 

引用文献は，邦文・英文に関わらず，筆頭著者の名字のアルファベット順に並べてください．同じ発

行年に同一筆頭著者の文献がある場合には，発行年の後ろに a, b, c を付けて区別してください． 

Table 1 圃場の土壌物理性 

 
ρ

s 
(g cm

-3
) ρd

(g cm
-3

) 砂（%） シルト（%） 粘土（%） 土性 K
s 
(cm s

-1
) 

1 層目 2.60 0.85 73.6 16.7 9.7 Sandy Loam 4.79×10
-1

 
2 層目 2.61 1.32 85.4 9.3 5.3 Sandy Loam 3.03×10

-4

 
3 層目 2.67 1.28 97.4 1.5 1.1 Sand - 
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Fig.1 T 市の月降水量と月平均気温の平年値 



 

 

引用文献は下記の書式に従って，ぶら下がりインデント（全角 1 文字分のスペース）で書いてくださ

い． 

 

６．謝辞 

謝辞を記載する場合には，本文の末尾，引用文献の前に置いてください． 

 

７．講演者略歴（「農地全研究集会」講演者の場合） 

 引用文献の後ろに，１行の行間スペースを設け，下の例に従って講演者略歴を書いてください．【講

演者略歴】の見出しをゴシック体の全角 10.5pt とし，改行して書き出し，漢字・仮名・数字は明朝体の

全角 10.5pt，英字は Roman 体の半角 10.5pt とします．また，氏名にはふりがなを付けてください． 

 

 

謝辞：謝辞は，本文との間に 1 行の行間スペースを設けて書きます．「謝辞」という見出しをゴシック体の全

角 10 pt とし，その直後から謝辞の文章を書いてください．謝辞の文章は，漢字・仮名は明朝体の全角 10 pt，

英字・数字は Roman 体とし，行間は 14 pt としてください． 
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【講演者略歴】 

保全 太郎（ほぜん たろう） 

所属：農業農村大学農学部 

職名：准教授 

2004 年 ○○大学大学院農学研究科修了 

2004 年 △△大学農学部 助教 

2016 年 農業農村大学農学部 准教授 

現在に至る   
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18 佐藤　泰一郎 高知大学 農林海洋科学部

19 塩野　隆弘 農研機構　農村工学研究部門
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32 西村　　拓 東京大学大学院　農学生命科学研究科
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37 肥山　浩樹 鹿児島大学　農学部 生物環境学科

38 三原真智人 東京農業大学　地域環境科学部

39 望月　秀俊 農研機構　西日本農業研究センター

40 森　也寸志 岡山大学　環境理工学部

41 山本　忠男 北海道大学大学院　農学研究院

42 吉田修一郎 東京大学大学院　農学生命科学研究科
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